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General Agents in Japan

新型コロナのパンデミッ
ク（世界的大流行）が2020
年に発生したあと、2021年
は都市封鎖（ロックダウン）
などの厳しい外出規制によ
る巣ごもり現象が顕在化、
輸送需要の急増や、コンテ
ナ船の船腹不足、コンテナ
機器不足、トラック運転手

や港湾労働者の不足など
で、港湾の混雑、輸送の遅
延に伴うサプライチェーン
の混乱で、コンテナ船の運
賃が予想をはるかに上振
れ、2022年も輸送需要は堅
調に推移する見通しで、年
間を通して高値圏で推移す
る可能がある。

往航荷動き2ケタ増
日本海事センターがJOC-

PIERSデータをもとにまと
めた6月のアジア18カ国・
地域から米国向け往航の
2021上半期（1～6月）コン
テナ荷動き量は前年同期比
38.1％増の1,059万7,455TEU
と、上半期で初めて1,000万
TEUを超え過去最高を記録
した。首位の中国が42.3％

増の608万3,993TEU、韓国
は 22.9％増の 55万 9,272
TEU、台湾が18.3％増の41
万9,625TEUと前年を大きく
上回り日本も5.0％増の29万
5,031TEUだった。ASEAN
はほぼすべての国で2ケタ
の増加となり、1～11月累
計は前年同期比17.5％増の
1,951万4,217TEUだった。

2021上半期の復航コンテ
ナ荷動きは、前年同期比
0.2％減の327万8,262EUだ
った。国別では、中国が前
年同月比14.4％減の82万
6,021TEU、日本は2.1％減
の36万5,229TEU、韓国も
4.7％減の34万7,789TEUと

前年割れとなり、台湾のみ
2.2％増の32万21TEUとプラ
スを維持した。1～9月累計
は前年同期比4.2％減の467
万9,581TEUだった。
みずほ銀行産業調査部

は、北米航路の荷動きにつ
いて、往航は2021年が米経
済回復による輸送需要拡大
を受け前年比 16.1％の
2,136.4万TEUの大幅増加、
2022年は、21年の大幅な需
要拡大の反動で3.4％減の
2,064.6万TEUの減速、米国
経済成長に伴い緩やかに拡
大し、26年にかけて年率
2.0％増を見込む。
復航は、コンテナ不足が

続き、通年で 1.8％減の
643.9万TEUの減少となる見
通しで、2022年は、新型コ
ロナの影響からの回復と海
上混乱の改善により通年で
増加基調に転じ1.2％増の
651.9万TEUまで荷動きを戻
し、26年にかけ年率0.8％増
を予測している。
一方、日本郵船調査グル
ープに資料によると、2021
年8月末時点の北米航路の
船腹量は、前年同期比
19.3％増の501万1,747TEU、
3大アライアンスの供給船
腹量は1年で増加したもの
の、シェアは下がった半面、
MSC（スイス）や CMA

海上物流の正常化は先
北米航路

2021年のコンテナ船業界は、新型コロナ禍の中、世界でサービスからモノへの消費
シフトが進み、輸送需要が増加する一方で、船腹不足、コンテナ機器不足が顕在化、輸
送の遅延、港湾混雑、サプライチェーン混乱で運賃が高騰、好景気に沸いた。サプライ
チェーンの改善はまだ先になるとの見方が多く、2022年も運賃は高値圏で推移する見
通し。
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CGM（仏）の単独配船、
ZIM（イスラエル）やWan
Hai（台湾）のサービス拡
充、CULine（中国）やBAL
Container Line（中国） な
どが新規参入その他シェア
が前年同期比141.9％増え
た。西岸航路は新たに18サ
ービスが開設、28.9％増え、
その他のシェアが3アライ
アンスより高く、東岸航路
は新たに5サービスが開設、
10.6％増加し、欧州航路で
シェアを減らした2Mが船
腹量、シェアを伸ばした。

スポット、契約運賃も上昇
こうした中で、2021年初

めから続く運賃の上昇は第
3四半期にも続き、高運賃
と船腹不足が市場にも影響
を与え、2005年以来最も強
力市場を形成し、サプライ
チェーンの目詰まりが続く
中、季節的な繁忙期に入る
と港湾混雑船腹不足、スケ
ジュール遅延で輸送需要を
維持するために船隊拡充が
必要な状況となった。
運賃水準をみると、コン
テナ船運賃の国際的に代表
な指標である中国の上海航
運 交 易 所 （ Shanghai
Shipping Exchage＝SSE）が
発表している上海出しスポ
ット運賃（THC除く）は、

2020年11月初旬と2021年11
初旬を比較でみると、北米
西岸航路は3,871ドル／FEU
から6,730ドル／FEUへ74％
上昇、北米東岸航路は4,665
ドル／FEUから10,589ド
ル／FEUへ227％も上昇し
ている。英国の海運調査会
社 、 Drewry Maritime
Researchのデータでは、
2021年12月17日時点で上海
→ロサンゼルスが1年前に
比べ148％高の10,180ドル／
FEU、上海→ニューヨーク
が163％高の13,13ドル／
FEUへそれぞれ大幅上昇し
た。
運賃分析専門サイトの

Xeneta（ノルウェー）によ
る11月の長期契約海上運賃
指数のXSI（Xeneta Shipping
Index、2017年1月＝100）
は、米国の輸入が前月比
39.3％上昇し275.66とXSIを
公表し始めて以来最高の上
昇率を記録、前年同月比で
は122.4％上昇、昨年末から
も125.6％上がった。一方の
輸出は前月比9.0％上昇し
111.92と劇的な上昇となら
ず、前年同月比では26.2％
上昇、昨年末からは26.1％
の上昇だった。

2022年も高水準を維持
米国を中心としたサプラ
イチェーンの混乱に伴うコ
ンテナ船の高運賃は、いつ
まで続くのだろうか。関係

者は少なくとも2022年2月
の中国の春節連休までと見
るが、2023年まで続く可能
性も指摘されている。
「サプライチェーンの混
乱と港湾混雑と成層圏にあ
るコンテナ船の運賃はどの
くらい続くのか」、という
問いには2020年後半から続
き、多くの業界アナリスト
と海運会社は、2020年末か
ら2021年初頭には改善する
と予測、その後は、2021末、
あるいは2022年の春節後に

サプライチェーンの混乱が
解消、運賃水準も調整され
ると予測を修正したが、市
場の動向をみると、以前の
予測は比較的保守的すぎる
ことが事実として証明され
た。
米国政府は、輸入貨物の
滞留や輸送費高騰、商品の
供給不足の懸念に対応、タ
ーミナルの稼働時間を延長
などを要請、長距離トラッ
ク運転が不足、荷主企業の
中には海外で運転手を募集

する動きまで出ており、港
湾の稼働率が向上しても、
米国内のサプライチェーン
全体の正常化にはまだ時間
がかかり、政府が関与でき
る余地も限定的にならざる
を得ないとの見方も出てい
る。2022年7月に有効期限
を迎える西岸港湾労使によ
る労働協約改定を巡る交渉
の行方によっては、労働争
議による混雑が発生すると
事態はさらに悪化すること
が懸念されている。
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ユーロ圏の実質GDP成長
率は2020年のマイナス6.4％
から2021年4-6月期に年率
14％を記録、2四半期振り
のプラス成長に復帰し、7-
9月期も需要復元による個
人消費の力強い拡大を背景
に高成長、10-12月期入り
後の景気には減速の兆しが
広がり、2021年は年間で5.0
～5.3％程度、今後も回復
傾向が続くものの、成長力
の弱さなど懸念材料もあ
り、2022年の実質GDP成長
率は5％前後で推移すると
みられている。
こうした経済情勢のもと
日本海事センターがCTS
（英国）の統計をもとにま
とめたアジア／欧州航路の
往航コンテナ荷動きは、1
～10月累計で前年同期比
9.1％増の1,412万8,348TEU、
うち北東アジア出しは
9.0％増の157万7,981TEU、
中華地域出しが11.3％増の
1,065万8,866TEU、東南ア
ジア出しが1.3％減の189万
1,496 TEU、揚げ地域は北
欧が10.9％増の929万3,335
TEU、西地中海が14.5％増
の238万6,008 TEU、東地中
海が1.2％減の244万9,005
TEUだった。
欧州からアジア向け復航
は3.0％減の656万8,348 TEU

で、北欧出しが5.5％減の
457万9,171 TEU、西地中海
出しが5.5％増の100万9,670
TEU、東地中海出しが1.8％
減の97万9,507TEUだった。

2021年に入りアジア／欧
州航路のコンテナ荷動き
は、新型コロナのパンデミ
ック（世界的大流行）から
の経済の回復に続いて、前
例のないレベルの輸送需要
が高まり、この需要から生
じるいくつかの困難にもか
かわらず、船腹量は引き続
き増加し続けた。

船腹不足などで運賃高騰
日本郵船調査グループの
資料によると、2021年8月
時点の供給船腹量は1年前
より9.8％増えて539万9,514
TEU、うち北欧州航路は
7.8％増の369万6,990TEU、
地中海航路は14.5％増の161
万2,524TEUと大幅に増加し
た。
輸送需要が拡大する一

方、船腹不足、コンテナ機
器不足や港湾混雑などを背
景に、運賃が高騰、中国の
上海航運交易所（SSE）が
発表している中長期契約運
賃指標である中国輸出コン
テナ運賃指数（CCFI）をみ
ると、北欧州向けは2021年
1～11月平均で4200と前年

同期の1158の3.6倍、地中海
向けは4742と前年同期の
1353の3.5倍に跳ね上がって
いる。
また、上海出しスポット
運賃（THC除く）の上海輸
出コンテナ運賃指数（SCFI）
は、2021年1月中旬で北欧
州向けが4,413ドル／TEU、
地中海向けが4,296ドル／
TEUだったものが、12月中
旬にはそれぞれ7,603ドル／
TEU、7,329ドル／FEUに達
し 、 そ れ ぞ れ 72.3％ 、
70.6％アップしている。

22年も需要が供給上回る
みずほ銀行産業調査部

は、アジア／欧州航路（西
航）のコンテナ荷動き量は
2022年に巣ごもり需要の一
服が予想されるものの、新
型コロナウイルスや海上混
乱の収束後でも、引き続き
欧州経済の堅調な成長が見
込まれることから、今後5
年間で年率2.8％の増加を
見込み、欧州航路（東航）
の荷動き量は2022年以降は
中国の堅調な成長や、米中
貿易摩擦の影響による木材
や食料品の調達先の米国か
ら欧州へのシフトの流れが
継続することを主因に、
2026 年にかけての荷動きは
年率 3.4％増を予測してい
る。
また、韓国海洋水産開発
院（KMI）は、2022年のア

往航荷動き堅調、復航微減
欧州航路



Agents in Japan:  
Pan Ocean Container (Japan) Co., Ltd.
https://container.panocean.com/
Tokyo: (Tel) 03-5425-3701  (Fax)03-5425-3704    Osaka: (Tel) 06-4707-7900  (Fax)06-4707-7901

Agents in Japan:  
Pan Ocean Container (Japan) Co., Ltd.
https://container.panocean.com/
Tokyo: (Tel) 03-5425-3701  (Fax)03-5425-3704    Osaka: (Tel) 06-4707-7900  (Fax)06-4707-7901

Carry
your dream

Moving containers is big business, but the Port of Long Beach thinks outside the box, too. 
Innovation, sustainability and long-term vision make Long Beach the Port of Choice. 

Outside the Box

T. S. Lines (Japan) Limited
東京本社 〒110-0005 東京都台東区上野５－８－５ フロンティア秋葉原 ６階
 TEL 輸出03-5826-8731  輸入03-5826-8734
大阪支店 〒550-0004 大阪府大阪市西区靱本町１丁目１０－２４ 三共本町ビル １１階
 TEL 輸出06-6447-4600  輸入06-6447-4700

Sailing along your needs

We Deliver Service 

To All Asia and Australia

〈第三種郵便物認可〉 SHIPPING GUIDE,  Saturday,  January  1,  2022 ( 3 )

需給不均衡で運賃最高
国際通貨基金（IMF）が

2021年10月に発表した世界
経済見通しによると、中南
米・カリブ地域の実質GDP
成長率は2020年の-7.0％か
ら2021年は6.3％、2022年は
3.0％を予測、このうちブ
ラジルは2020年が-4.1％、
2021年が5.2％、2022年が
1.5％、メキシコは2020年-
8.3％、2021年6.2％、2022
年4.0％を見込む。
こうした中南米地域の経
済情勢を反映、CTS（英国）
のデータによると、中南米
地域での新型コロナの感染
拡大にともなう外出規制な
どで日用品の買いだめや医
療品の輸送需要が増加し、
極東から中南米向けコンテ
ナ荷動き量は2020年の年間
で381万600TEUだったが、
2021年に入り、1月から前
年同月比で2ケタの増加が
続いたが、9月に入り12.5％
減とマイナスに転じたもの
の、1～9月累計では340万
3,900TEUに達した。
一方、日本郵船調査グル

ープの資料によると、アジ
ア／中南米航路の船腹量は
2021年8月時点で、96隻・
59万5,000TEUと1年前より
2％減少している。
世界的な輸送需要の増加
とサプライチェーンの混乱
に伴うコンテナ船のスケジ
ュール遅延で船腹不足、コ
ンテナ機器不足が顕在する
中、運賃が高騰、極東から
中南米向けもCTSの運賃指
数（2015年＝100）も2020
年9月から値上がり、2021
年に入ると前年の2～3倍に
も大幅上昇し、過去最高を
更新した。
上海航運交易所（SSE）

が公表している中長期契約
運賃指標である中国輸出コ
ンテナ運賃指数（CCFI）は
2021年1～11月平均で2220
と前年同期の733から300％
も上昇、上海出しスポット
運賃（THC除く）は1月中
旬の8,907ドル／TEUから12
月中旬には10.161ドル／
TEUへ14％上昇している。
ただ、第4四半期から中

南米など遠洋港で運賃が一
定水準下落、原油価格の引
き上げなどによる需給不均
衡が加わり、運賃は依然と
して高い水準を維持した

が、2022年は海運・物流市
場全体が徐々に安定化段階
を踏み出して運賃と荷動き
量が下降局面に入ると見通
し、再び市場の不確実性が
高まる。

MENAの経済成長プラス
に
国際通貨基金（IMF）が

2021年10月に発表した「地
域経済見通し（中東・中央
アジア）で、中東・北アフ
リカ（MENA）地域の2021
年の実質GDP成長率予測を
4.1％とし、2021年の世界の
成長予測の5.9％を下回っ
たが、2020年のマイナス
3.2％からは回復し、2022年
も同じく4.1％の成長を見
込む。世界銀行も10月に発
表した中東・北アフリカ地
域経済報告でMENAの実質
GDP成長率は2020年にマイ
ナス3.8％を記録し、2021年
は2.8％の成長を見込んだ。

また、南アジアの大国、
インドの経済は、ウィズコ
ロナ下の回復が続き、人流
の増加や新たな変異株の流
入により感染リスクが再び
高まり、経済活動が一時停
滞する恐れがあるが、ワク
チンの普及などにより経済
活動の正常化が進むなかで
対面型サービス業が持ち直
し、景気が徐々に安定感を
取り戻し、21年のGDP成長
率は、前年の低水準だった
反動増により9.3％に上昇、
22年も7.6％と高めの成長が
予想されている。

往航コンテナ荷動き増加
Cotainer Trade Statistics

（CTS、英国）のデータに
よると、極東からインド亜
大陸・中東向けコンテナ荷
動き量は、2021年1月が前
年同月比 2.7％減の 65万
3,600TEUとマイナスだった
が、2月は44.8％増の54万
1,300TEUに急増、3月は

21.0％減の55万2,500TEUと
急減、4月は14.9％増の53万
5,200TEUと再びプラスに転
じ、5月が40.4％増の62万
1,000TEU、6月も27.7％増
の58万7,200TEUと好調が続
いた。しかし、7月は19.5％
減の48万2,200TEUとダウ
ン、8月は23.6％増の57万
200TEU、9月は13.2％減の
47万 9,900TEU、 10月 は
9.2％増の60万4,600TEUと
月により上げ下げを繰り返
し、1～10月累計で552万
9,000 TEUと前年同期の525
万6,300TEUに比べ5.2％増
えた。
復航は、2020年が271万

800TEU、2021年は1月が前

年同月比 7.3％増の 29万
300TEU、2月が22.1％増の
30万5,900TEU、4月が4.5％
減の25万8,800TEU、5月が
12.0％減の26万7,900TEU、
6月 が 14.1％ 増 の 27万
300TEU、8月が0.7％減の25
万,600TEU、9月が16.9％減
の22万6,900TEU、10月が
15.5％減の24万3,200TEUと
8月以降はマイナスが続き、
1～10月累計で255万4,800
TEUと前年同期の 271万
5,600TEUに比べ6％減少し
た。
一方、日本郵船営業調査
グループの資料によると、
2021年8月時点のアジア／
中東・南アジア航路のコン

中南米航路

中東・西アジア航路

ジア／欧州航路のコンテナ
荷動き量の増加率は21年に
5.7％から 4.5％に減速、
Drewry（英国）の6.3％よ
りは低いが、Clarkson（英
国）の3.6％と比べると高
く、ウィズコロナ政策によ
る投資活性化は需要に肯定
的だが、新型コロナの感染
拡大の影響を懸念する。

一方、船腹供給の増加率
は前年比2％にとどまり、
18,000TEU型超型船10隻の
引き渡しが予想されている
が、新規航路開設よりは既
存船隊の代替の可能性が高
く、高運賃が続く場合、中
小船社の新規開設や追加船
投入が予想されるが、その
影響は軽微とみる。

南北航路

NCFI 印パ航路

NCFI 南米東岸航路
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テナ船腹量は289隻・157万
TEUと1年前より2.8％減少
した。

中東向け8月に1万ドル
こうした中で、中国の寧
波航運交易所（NBSE）が
発表している、寧波輸出コ
ンテナ運賃指数（NCFI、
2012年第10週＝1000）で
2021年上半期（1-6月）の
動きをみると、船腹供給が
制限、中東航路の運賃は、
短期間の修正の後、急激に
上昇。春節以降もオフシー
ズンの輸送需要があった
が、空コンテナ供給問題の
解決のおかげで、中東、紅
海、インド・パキスタン向
け貨物指数は2月以降全体
的に下降傾向を示した。

3月中旬には最安値で底
打ち、船社が船腹量減らす
ため、一部便の運休や、一
部寄港地を抜港する措置を
講じ、ラマダン（断食月）
の輸送需要にけん引され
て、運賃は徐々に上昇した。

3月末、スエズ運河の閉
鎖により、市場の利用可能
な船腹量がさらに減少する
と同時に、船社が中東航路
の一部投入船をより運賃の
高い欧州、北米航路に回し
た結果、船腹不足となり、
3月から5月にかけ、中東航
路で月間30回以上の運休
（2020年10月から2021年2月
までの平均月間運休は23.6
回）、市況は週ごとに急上
昇して、その中で中東航路
のスポット運賃は409.2ドル
上昇し6,073ドル／FEUに達
し、2021年上半期の中東航
路のNCFIは平均で2174.4と
前年同期比164.3％上昇、イ
ンド・パキスタン航路は
3283.7と172.0％上昇した。
続く第3四半期（7-9月）

は、輸送需要の回復と増加
の時期に入り、船社のスケ
ジュール調整により運休便
が増え、利用可能スペース

が大幅に減少し、中東航路
の投入船の60％近くが運
休、遅延など問題により供
給できなくなり、運賃は週
を追うごとに押し上げられ
た。インド・パキスタン航
路もスペースが縮小、輸送
需要が高まり、7月のスポッ
ト運賃は継続的に上昇、7月
末のインド・パキスタン航
路の6月末と比較して452ド
ル／FEU上昇、8月には、船
腹がさらに不足し、中東、
紅海、インド・パキスタン
航路はすべて超満船となり、
スポット運賃は8月末に、中
東航路が10,000ドル／FEU、
インド・パキスタン航路が
6,500ドル／FEUを超えたが、
9月には、中東航路の運賃が
高水準で変動し、インド・
パキスタン航路では9月中旬
以降に待機船が復帰し、急
落した。
第3四半期のNCFIは、中

東航路が平均で3615.5と、
前年同期比322.0％上昇、イ
ンド・パキスタン航路は
5272.5で前年同期比338.4％
上昇した。
中東航路は国際原油価格
が7年ぶりに80ドル／バレ
ルを突破し、建設市場が
2022年には活性化が期待。
原油価格が上昇すれば、プ
ロジェクト貨物、石油化学
製品、建設装備などを中心
に輸出が大きく増加、新型
コロナに抑えられた輸送需
要も増加が見込まれる。

22年も3％程度の成長
国際通貨基金（IMF）が

2021年10月に発表した「地
域経済見通し（サブサハ
ラ・アフリカ）によると、
サブサハラ・アフリカ地域
（以下、アフリカ）の2021
年と2022年の実質GDP成長
率の見通しを、それぞれ
3.7％、3.8％とした。2021
年4月の予測から、2021年

は0.3ポイントの上方修正、
2022年は0.2ポイントの下方
修正になった。
また、世界銀行が2021年

10月に発表した「サブサハ
ラ・アフリカ地域半期経済
報告書」によると、2021年
のサブサハラ・アフリカ諸
国の経済成長率は3.3％と、
4月の前回発表から1.0ポイ
ント上方修正した。世界銀
行は引き上げた理由とし
て、一次産品価格の上昇や、
各国でのロックダウンなど
新型コロナにかかる規制の
緩和、世界貿易の回復をあ
げた。一方、財政悪化や新
型コロナワクチン供給不足
を踏まえ、回復は緩やかな
ものにとどまるとの予測と
なった。2022年の経済成長
率は3.8％を予測する。
主要国を見てみると、域
内で経済規模の大きいナイ
ジェリアは2.4％、南アフ
リカ共和国は4.6％、アン
ゴラは0.4％となった。非
資源国のケニアやコートジ
ボワールはそれぞれ6.2％、
5.0％と高い成長率が見込
まれる。

往航荷動き堅調
CTS（英国）のデータに

よると、極東からサブ・サ
ハラアフリカ向けコンテナ
荷動き量は2021年1月が前
年同月比22.7％増の30万
4,600TEU、2月が25.9％増
の 19万 ,600TEU、 3月が
26.8％減の21万6,400TEU、
4月が14.2％増の23万6,200
TEU、5月が23万6,200 TEU、
6月が14.8％増の27万1,500
TEU、7月が12.8％減の29万

1,000TEU、8月が10％増の
32万 2,800TEU、 9月 が
34.0％減の23万2,000TEU、
10月が11.5％減の25万9,000
TEUで1～10月累計で前年
同期比3.2％増の252万1,000
TEUとなった。
復航は2021年1月が前年

同月比8.8％増の10万2,700
TEU、2月が5.8％増の10万
8,800TEU、3月が25.1％増
の 13万 400TEU、 5月 が
26.5％増の12万7,900TEU、
6月が3.6％減の13万3,300
TEU、7月が14.3％減の10万
5,500TE、8月が11.0％減の
11万 2,000TEU、 9月 が
12.0％減の9万1,100TEU、
10月 が 15.5％ 減 の 8万
1,700TEUと6月以降はマイ
ナスが続き、1～10月累計
で前年同期比0.5％減の105
万7,700TEUとなった。
荷動きに対し、日本郵船
調査グループの資料による
と、2021年8月時点のアジ
ア／アフリカ航路のコンテ
ナ船腹量は182隻・89万
6,000TEUと1年前より11.4
％も減少した。

運賃は4～6倍に急騰
中国の寧波航運交易所

（NBSE）のレポートから
2021年上半期の動きをみる
と、アフリカ航路の運賃は、
1月中旬頃に高水準から下
落する傾向にあり、春節以
降はオフシーズンに入り、
低水準で推移した。コンテ
ナ船の運航効率の低迷や、
多数の船社が運休を手配す
ることによる需給ひっ迫の
高まりにより、3月末から4
月初めにかけて継続的に上
昇した。

6月末現在、西アフリカ
と北アフリカ航路のスポッ
ト運賃は10,000ドル／FEU
を超え、前年よりそれぞれ
369.7％と405.2％上昇し、
南アフリカ航路は、前年同
期の6倍以上となる9,000ド
ル／FEUを超え、東アフリ
カ航路は、輸送能力の低下
の影響を受け、6月には
8,192ドル／FEUに達し、5
月第1週と比較して3,614ド
ルも上昇した。

2021年上半期の寧波輸出
コンテナ運賃指数（NCFI、
2012年第10週＝1000）の平
均値は、東アフリカ航路が
1784.2で前年同期比135.2％
高、西アフリカ航路は
2636.2で213.0％上昇、南ア
フリカ航路は 3389.4で、
267.9％上、北アフリカ航路
は2838.4で235.5％上昇した。
続く第3四半期（7-9月）

は、アフリカ諸港の混雑、
出荷スケジュールの深刻な
遅れ、欧州と北米航路での
強い輸送需要の影響を受
け、船社アフリカ航路での
運航を運休し、多くのコン
テナ船を転配し、スペース
が減少する中、運賃が高騰、
7月は南アフリカ航路が満
船に近く5週間で1,613ド
ル／FEU上昇、8月は南ア
フリカ航路は3隻の運航が
中断、運賃の継続的な引き
上げが強力に進められ、8
月末までに13,000ドル／
FEUに近づき、西アフリカ
航路も運休便が多い中、
Maersk（デンマーク）が投
入を増やし、輸送能力を補
い、運賃は8月末までにわ
ずかに低下したが高水準を
維持した。

9月は東アフリカ航路で
PIL（シンガポール）が船
腹を削減した影響で、運賃
は月間平均で348ドル／
FEU上昇ししたが、南アフ
リカ航路は依然安定し、ス
ポット運賃は13,000ドル／
FEUを超え、西アフリカ航
路はスペースと空コンテナ
の供給が緩和、9月以降に
運賃上昇が加速、7月初旬
の17,441ドル／FEUから9月
末には21,800ドル／FEUに
達した。
第3四半期のNCFIの平均

値は、東アフリカ航路が前
年同期比 302.6％上昇し
2663.8、西アフリカ航路が
278.7％上昇し3246.7、南ア
フリカ航路が464.3％上昇し
5837.1、北アフリカ航路が
436.1％上昇し4521.9となっ
た。
コロナ禍の中、アフリカ
は地域特性として、医療水
準の低い国が多く、感染症
リスクに晒されてきたた
め、新型コロナ感染予防へ
の対応は早く、サプライチ
ェーンは中国よりも欧州の
経済活動が停滞すると、よ
り大きな影響を受けやす
く、他方で、資源国の中に
は、中国への輸出依存度が
高い国々もあり、2022年も
欧州や中国の経済動向に左
右されそうだ。

2021年はプラス成長
豪州経済は､2021年に変

異株の流入を受けて新型コ
ロナ感染が再拡大し、実質
GDP成長率は2020年が▲
2.5％へ落ち込んだあと、
経済協力開発機構（OECD）
は 2021年 4.0％、 2022年
3.3％、国際通貨基金（IMF）
が 2021年 3.5％、 2022年
4.1％、豪州中央銀行（RBA）
が 2021年 4.8％、 2022年
5.0％を予測している。
また、ニュージーランド
経済は、2020年の実質GDP
成長率は▲2.9％とマイナ
ス成長となったが、2021年

に入ると1-3月期が1.4％、
4-6月期も2.8％と、2四半期
連続で増加し、1新型コロ
ナ前（2019年10－12月期)
を上回る水準を維持してい
る。回復が遅れていた輸出
は、17.0％の大幅増となり、
同期のニュージーランド経
済の回復をけん引し、他国
を上回るペースで回復して
いる。

南航荷動き、月による増減
CTSのデータによると、

極東からオーストララシ
ア・オセアニア向けコンテ
ナ荷動き量は、2021年1月
が前年同月比2.7％減の23万
2,000TEU、2月が21.4％増
の 22万 400TEU、 3月 が
17.8％増の19万5,000TEU、
4月 が 10％ 増 の 25万
9,300TEU、5月が6.8％増の
22万8,300TEUと4カ月連続
でプラスとなったあと、6
月は10.4％減の24万7,600
TEUと落ち込み、7月が
15.8％減の20万2,300 TEU、
8月が4.8％減の23万2,500
TEU、9月が2.7％減の24万
7,200TEU、10月が6.6％増
の26万1,900TEUで推移、1
～10月累計では前年同期比
1.9％減の231万800TEUだっ
た。
一方、復航は2020年が

160万9,600TEU、2021年は1
月が7.3％減の11万7,000
TEU、2月が4.3％増の12万
4,100TEU、3月が13.1％増
の17万2,200TEU、4月が
11.4％減の12万2,000TEU、
5月が4.6％減の13万3,300
TEU、6月が14.1％増の12万
6,600TEU、7月が8.9％増の
13万9,500TEU、8月が7.2％
減の14万6,400TEU、9月が
14.8％増の12万7400TEU、
10月 が 13.3％ 増 の 15万
1,900TEUと月によりごとに
ばらつきがあったが、1～
10月累計では前年同期比
4.6％増の138万5,800TEUと
プラス成長だった。
日本郵船調査グループの
資料によると、2021年8月
時点におけるアジア／オセ
アニア航路のコンテナ船腹
量は182隻・68万6,000TEU
と1年前より9.4％増加して
いる。

スポット運賃19年の8.6倍
2021年は世界的にコンテ
ナ機器とコンテナ船の船腹
不足をはじめとした諸要因
によりコンテナ船の運賃が
高騰し、極東／豪州航路で
は、上海発メルボルン向け
の平均海上スポット運賃
は、パンデミック前の2019
年中頃に1,090ドル／TEUだ
ったところ、2021年9月に
は実に8.6倍の9,350ドル／
TEUに達した。これは、世
界主要港向け全体平均の上
昇率より高い数値で、出港
日が近いと、船社の言い値

アフリカ航路

豪州・NZ航路
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でも船腹を確保できない場
合も出た。
また、たとえ船積みがで

きても、通常より数十日も
遅く到着することも少なく
なく、さらに追い打ちをか

けるように、豪州
では、豪州海事労
組（MUA）が各州
の港でストライキ
を繰り返し、運賃
上昇、遅延に拍車
をかけた。
世界銀行と IHS

Markit（英国）が発
表した2020年の世
界のコンテナ港の
パフォーマンスに
おけるランキング

で、全351港中、メルボル
ン港は313位、シドニーの
ボタニー港は327位と、と

もに最下位レベルとなっ
た。
豪州自由競争・消費者委
員会（ACCC）は、この原
因は新型コロナだけでな
く、港湾の低い生産性や高
いコストにあるとし、さら
に、この背景について、
「労使関係が極めて重要な
役割を果たしている」と指
摘している。

MUAは、豪州港湾でのコ
ンテナ取扱量で40％のシェ
アを占める最大の港湾事業
者のPatrickとの労使交渉が
激しく対立、2020年6月に

前回の労働協約が失効して
以降、MUAはシドニーのボ
タニー港だけでも20回以上
の労働争議を繰り返した。
新型コロナの影響もあ

り、各港では、入港に最大
9日の遅れが生じ、スケジ
ュール遅延を回避するた
め、一部の港を抜港する措
置を講じた。
中国では、ゼロコロナ政
策を続け、2021年には華南
の塩田港、華東の寧波港や、
上海浦東の空港などでも、
たった1人の感染者発生で
コンテナターミナルを閉鎖

するなど大きな混乱が生じ
た。
中国は例年、旧正月の期
間中、多くの工場が稼働を
停止し、コンテナ貨物の輸
送需要が減退、このタイミ
ングでどれだけ正常な状態
に近づけられるかが、世界
のコンテナ不足における最
初の焦点になりそうだが、
新たなオミクロン変異株の
出現など、まさに不確実な
状況で、今後もどんな影響
要因が生じるか予想するの
は容易ではなさそうだ。
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アジア開発銀行（ADB）
が2021年9月に発表した主
要経済報告書「アジア経済
見通し 2021年改訂版」
（Asian Development Outlook
2021 Update）によると、
2021年の経済成長率予測は
7.1％と、4月時点の見通し
である7.3％から下方修正
した。2022年の成長予測は、
5.3％から5.4％に引き上げ
た。新たな変異株の出現や
局地的な感染再拡大、様々
なレベルでの行動規制やロ
ックダウン措置の再適用、
また、ワクチン配分の遅れ
やその不均等な分配がアジ
ア開発途上国の見通しに暗
い影を落としており、アジ
ア開発途上国の回復への道
のりは依然として均一では
なく、東アジアは4月時点
の見通し7.4％から7.6％に
上方修正、2022年の成長予
測は、5.1％と変わらない。
地域最大の経済大国である
中国の成長予測は、2021年
が8.1％、2022年は5.5％で
据え置いた。
また、日本総合研究所は

2021 年はアジア経済におい
て総じて回復基調が続いた
が、そのペースは国・地域
ごとで大きくばらつき、
ASEAN5（タイ、マレーシ
ア、インドネシア、フィリ
ピン、ベトナム）は 2021年
2.9％、東アジアも同様に
感染再拡大による活動制限
の悪影響はあったが、好調
な輸出などに押し上げら
れ、2021年7.6％と、当初予
想よりも上振れを見込ん
だ。2022年については、
2021年の反動増の一服に加
えて、増勢鈍化が予想され
る。世界の財貿易取引数量

は頭打ち傾向にあるなど、
けん引役であったアジアの
輸出がこれまでのように速
いペースを維持することは
難しくなっているという。

荷動きは好調続く
こうしたアジアの経済情
勢を背景に、 Container
Trade Statistics（CTS、英国）
のデータをもとに日本海事
センターがまとめたアジア
域内航路のコンテナ荷動き
量2021年に入り、前年が新
型コロナの影響で落ちこん
だ反動もあり、1月は前年
同月比8.8％増の360万3,001
TEU、2月が21.0％増の296
万5,858TEU、3月も12.2％
増の393万7,590TEUと好調
に推移、第1四半期（1-3月）
は前年同期比10.8％増の
1,050万6,449TEUとなった。
続く4月は14.1％増の384

万4,982TEU、5月が14.2％
増の448万1,550TEU、6月が
9.2％減の407万84TEUと3カ
月連続でプラス、第2四半
期（4-6月）で前年同期比
13.3％増の1,050万6,449TEU
と好調が続いた。

7月は 4.1％増の 393万
8,124TEU、8月が8.2％減の
417万 2,053TEU、 9月 が
8.8％増の379万818TEUで、
第3四半期（7-9月）は前年
同期比7.0％増の1,190万
995TEU、10月は前年同月
比8.8％増の379万818TEUで
推移した。

26年にかけて堅調に推移
みずほ銀行産業調査部の
レポートによると、アジア
域内航路の2021年の荷動量
は、2020年後半からの需要
拡大の流れが継続し、特に

1-6月は前年の反動もあり
2,290万33,000TEU（前年同
期比12.9％増）と急拡大し
た。足下の港湾混雑、コン
テナ不足により、運賃の高

い北米航路への輸送が優先
される状況や東南アジアの
主要都市での5月以降のロ
ックダウンの影響も踏ま
え、通年では荷動き拡大ペ

ースが鈍化することが想定
されることから、通年では
4,639万5,000EU（前年比
7.4％増）での着地を予想
する。2022年以降は、中国

とASEAN 諸国の経済成長
及び相互の経済的な連携の
拡大により引き続き堅調な
荷動きが見込まれ、2026年
にかけては年率3.4％の増

経済成長は国・地域でばらつき
アジア域内航路

新年あけましておめでとうございます。
2022年の年頭にあたり一言ご挨拶申し上げます。
新型コロナウイルスの発生から2年が経ち、わが

国・世界の海運や経済、社会への影響が続いており
ます。先進国を中心にワクチン接種が進み、改善の
兆しはあるものの、依然として一進一退の状況です。
今年こそは、世界を取り巻くコロナ禍の状況が一層
改善し、世界中の人々にとってより良い一年になる
ことを祈ります。
世界の物流を支える海運は、コロナ禍においても
日夜活動を停めることなく、その使命を果たし続け
ています。各国の水際対策の強化によって乗船期間
の長期化や制限を受けた乗下船などご苦労が絶えな
い船員の皆様の努力に対し、この場を借りて御礼申
し上げます。
コロナ禍により、サプライチェーンで重要な役割
を担う海運の存在が改めて浮き彫りになったことは
嬉しいことですが、その一方で、港湾や陸上輸送の
停滞など様々な要素が相俟って発生しているコンテ
ナ輸送の需給逼迫も、広く認知されました。責任の
一端を担う海運業界として、状況改善に向けて出来
る限りの努力を続けたいと思います。
さて、当協会は、本年においても、山積する海運
業界の課題に鋭意取り組み、日本の海運のさらなる
発展に貢献して参ります。
まず、世界の海を舞台に活動する海運業界にとっ
て、GHG（温室効果ガス）をはじめとする環境問題
への対応が、最重要課題の一つです。昨年のCOP26
でも脱炭素化に向けた活発な国際的議論が交わされ
ましたが、IMO（国際海事機関）の第77回海洋環境
保護委員会においても、GHG削減戦略の見直しに係
る議論が始まりました。
当協会では、これらに先立ち、日本の海運業界と
して「2050年GHGネットゼロ」へ挑戦することを表
明しました。環境問題への積極的対応は、海運業界
としてのSDGsへの貢献のみならず、日本の海運業界、
ひいては国内海事クラスター全体にとって、新たな
国際競争力の源につながると強く信じています。引
き続き世界を牽引していく姿勢で挑んでいきます。
次に、同じく国際競争力強化の観点で、海運税制
を挙げます。厳しい国際競争に晒されている外航海
運企業にとって、他国の競争相手と同条件で競争す
るための環境整備は非常に重要な課題です。

昨年は、令和4年度税制改正において当協会が重点
要望事項としていた「国際船舶に係る登録免許税の
特例措置の延長」が認められました。改めて、国会
議員の先生方、国土交通省および関係の皆様のご支
援に厚く御礼申し上げます。

2022年度末には、トン数標準税制、船舶の特別償
却制度、船舶の買換特例（圧縮記帳）制度が期限を
迎えます。いずれの税制も、わが国外航海運の国際
競争力の維持・強化に不可欠な制度です。国土交通
省海事局とも連携して、令和5年度税制改正に取り組
んで参ります。
また、海賊対処をはじめとした船舶の安全運航課
題への取り組みも、最重要課題の一つです。
ソマリア沖・アデン湾海域おける海賊発生件数は、
本邦自衛隊と海上保安庁職員を含む各国政府による
海賊対処行動などのお蔭で、近年大幅に減少してお
りますが、まだ完全になくなったわけではありませ
ん。
中東海域においては船舶の拿捕や船舶への攻撃リ
スクが消えることはなく、また、日本海付近では北
朝鮮から飛来するミサイルが船舶に着弾する潜在的
リスクにも晒されています。
これらリスクは、日本商船隊の船舶とその乗組員
を危険に晒すだけではなく、わが国の経済安全保障
への大きな脅威になります。民間企業の自助努力だ
けでは解決できない問題ですので、引き続き政府に
よる力強いご支援をお願い致します。
上述した諸課題への取り組みを進める上では、国
民の皆様の海運に対するご理解、ご協力が必要不可
欠になります。国民の皆様に海運の重要性を知って
頂くための海事広報には、従来に増して尽力して参
る所存です。
最後に、海運業にとってSDGsへの貢献といえば、

昨今は低・脱炭素化への取り組みが注目されており
ますが、本来海運が担っているSDGsへの最大の貢献
は、安全運航を通じ、人々の生活を支える様々な生
活必需品、物資、エネルギーなどの輸送を絶やさず、
グローバル経済、社会の持続的成長を支えることで
す。
原点に立ち返り、より高いレベルの安全運航を業
界一丸となって目指す、そんな一年にしたいとも考
えています。関係の皆様のご指導、ご支援をお願い
し、私の挨拶の結びとさせて頂きます。

一般社団法人　日本船主協会

会  長　池田　潤一郎

NCFI 豪州NZ航路

NCFI タイ越航路



GHG排出削減圧力高まり
LNG船発注加速
国際海事機関（IMO）が

2018年4月に採択したGHG
（温室効果ガス）削減戦略
では2050年までに国際海運
のGHG排出量を2008年比で
50％削減を掲げていたが、
GHG排出対策強化を求める
世論の後押しを受け2021年
には米国や欧米などはIMO
に対し、2050年までの排出
ゼロ、カーボンニュートラ
ル化を求める声が高まり、
11月に開催された第77回海
洋 環 境 保 護 委 員 会
（MEPC77）では島嶼国や先
進国を中心にGHG排出ゼロ
へ目標を上方修正する動き
が高まり、目標改訂の採決
には至らなかったが、最終
的に各国がより高い目標を
設定するべき方向性を示し
た。

海運会社も近年、次世代
燃料船開発への動きを加
速、またゼロエミッション
を実現するまでのつなぎと
してLNG燃料船の建造、サ
ービスへの投入も本格化し
てきた。

LNGを船舶用燃料として
普及させることを目的とし
た世界的業界団体である
SEA-LNG（英国）は2021年
9月、英国の海運・造船調
査会社、Clarksons Research
の最新レポートを引用し、
21年に入りLNG燃料船の発
注が急増、総トンベースの
発注量の30％に近づいてい
ることを明らかにした。

SEA-LNGによると、今後
自動車・トラック運搬船
（PCTC）の90％以上がLNG
二元燃料、同様にコンテナ
船の船主と運航船社はLNG
燃料船にシフト、LNG燃料
コンテナ船の発注は2020年

1月からの18カ月間で5倍に
増え、タンカーとバルカー
もそれに続き、それぞれ7
倍と2倍に増加している。

LNGが硫黄酸化物（SOx）
と粒状物質（PM）の排出
量をゼロに、窒素酸化物
（NOx）を最大85％、GHG

（温室効果ガス）を最大
23％削減でき、ドロップイ
ン燃料としてバイオLNG製
品を使用することで、IMO
による2030年までに2008年
比でCO2排出量を40％削減
するという中間目標を達

成、その後、バイオLNG、
そして最終的には合成LNG
への移行により、海運業界
は船舶からのGHG排出量を
2050年に08年比で半減する
目標を達成することができ
るとしている。

コンテナ船も一斉にLNG
燃料対応へ
船社によるLNG燃料船の
具体的な導入も進んでい
る。

CMA CGM（仏）は2016
年にENGIE（フランスガス

公社とスエズの合併会社）
と舶用重質燃油の代替燃料
であるLNG船の研究で覚書
（MoU）を交わし、次世代
コンテナ船の燃料である
LNGを技術面と経済性で共
同研究を開始、2017年には

韓国の現代重工業と中国の
外高橋造船が受注合戦を展
開、同年9月に中国の中船
集団（CSSC）と22,000TEU
型コンテナ船6隻＋オプシ
ョン3隻の計9隻の建造契約
を締結した。
その第1船となる“CMA

CGM Jacques Saade”
（23,112TEU）は2020年9月
に竣工し同社のアジア／北
欧州航路に就航したのを皮
切りに、2021年6月末には9
番船“CMA CGM Sorbonne”
が竣工し9隻が出そろった。
同社は今後2024年末まで
に、グループのコンテナ船
44隻をLNG燃料とし、この
技術で2050年までに脱炭素
化を目指す目標達成へ向け
た最初のステップのひとつ
としている。
またMSC（スイス）は貨
物輸送による炭素排出量
を、2008年比44.3％削減を
実現し低炭素、ゼロミッシ

ョン燃料の導入や新たな低
環境負荷船の開発を拡大、
バイオ燃料やLNG燃料船の
拡大など様々なソリューシ
ョンの実現に取り組んでお
り、11月には大手舶用機器
メーカーのWartsila（フィ
ンランド）と2ストローク
エンジンでのLNG燃料を含
む未来燃料への変換技術の
実証事件に取り組むと発表
した。
同技術は2ストロークの

電子制御エンジンを搭載し
た船舶を対象に、2ストロ
ーク主機関をクリーンな未
来燃料利用へと素早く効率
的に変換する新技術で、極
低温の燃料供給システムを
世界で初めて採用、革新的
な噴射システムとともにど
んな条件下でも柔軟で最適
化されたオペレーションパ
フォーマンスを可能とす
る。
開発にはMSC（スイス）
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加を予想する。

運賃は大幅上昇
寧波輸出コンテナ運賃指
数（NCFI、2012年第10週＝
1000）でみると、2021年上
半期は輸送需要がやや不十
分で下落傾向を示した。タ
イ・越航路と海峡地航路
は、それぞれ1月末と2月中
旬から下旬にかけオフシー
ズンに入り、船腹余剰とな
り、3月中旬までに、タ
イ・越航路、海峡地航路の
スポット運賃は、それぞれ
1,167ドル／FEU、1,367ド
ル／FEUへ下落した。

4月中旬以降は、船の運
航効率の低さ、利用可能な
船腹の減少、空コンテナの
供給制限により、市況は急
上昇し、5月中旬の時点で、
タイ・越航路と海峡地航路
のNCFIは、4月初旬からそ
れぞれ22.1％、22.0％上昇
し、1556.1、2287.8となっ
た。5月中旬以降、タイ・
越航路、海峡地航路の運賃
は下落傾向を示したが、そ
の下落幅は比較的小さく、
輸送需要が限られ、市十分
なスペースが確保されてい
るため、船社が値上げを積
極化したが、効果的な実施
は難しく、6月末現在、タ
イ・越航路、海峡地航路の

スポット運賃はそれぞれ
1,231ドル／FEU、1,621ド
ル／FEUと前年同期比でそ
れぞれ343.8％、448.7％上
昇したが、5月中旬からは
それぞれ8.2％、5.3％下落
し、NCFIはタイ・越航路が
1563.9で、前期比89.1上昇、
前年同期比189.5％上昇、海
峡地航路は2383.4で、前期
比94.9％上昇、前年同期比
比330.3％上昇した。
第3四半期（7-9月）は、

欧州や北米などの航路に比
べ、アジア域内の変動は比
較的小さく、その中でも停
滞・遅延により、運賃が8
月中旬以降大幅に上昇し
た。7月は、タイ・越航路
の船腹は十分であり、運賃
は毎週小幅低下、海峡地航
路は変動し、8月中旬には、
タイ・越航路でコンテナ供
給が不足し、運賃は週ごと
に上昇、9月の第2週までに、
NCFIは1459.3と8月中旬か
ら17.5％上がった。海峡地
航路は新型コロナの影響を
受け、多数の船舶が停船し、
スペースの供給が不足し、
運賃も急上昇し、9月の
NCFIは2535.9と、8月中旬
から25.1％上昇した。第3四
半期の平均NCFIは、タイ・
越航路が1375.1で、前期比
4.4％下落、前年同期比

270.4％上昇、海峡地航路は
2264.2と、前期比6.9％増、
前年同期比334.3％上昇し
た。

荷動きは復航が回復
日本海事センターが財務
省の貿易統計をもとにまと
めた日中航路のコンテナの
動き量（トン数ベース）は、
2021年第1四半期（1～3月）
の往航が前年同期比13.9％
増の229万1,000トン、輸出
額は26.6％増の2兆1,672億
円、復航も13.5％増の511万
6,000トンで輸入額は22.9％
増の3兆2,001億円、上半期
（1～6月）では、前年同期
比6.2％増の470万8,000ト
ン、輸出額は23.5％増の4兆
5,805億円、復航は7.3％増
の1,060万2,000トン、輸入
額が10.8％増の6兆6,410億
円だった。
下半期は7月の往航が前

年同月比12.7％減の77万972
トン復航は前年同月比
6.7％増の178万4,017トンと
3カ月連続のプラス、8月は
往航が前年同月比17.9％減
の72万2,041トンと4カ月連
続のマイナスとなった。復
航は前年同月比22.9％増の
179万3,055トンと4カ月連続
のプラス。

9月は往航が前年同月比
13.3％減の73万6,992トンと
5カ月連続のマイナスで、9
月の過去最低を記録、復航
は11.1％増の175万4,889ト
ンと5カ月連続のプラス、
10月も前年同月比16.6％減
の84万1,320トンと6カ月連
続のマイナス中国からの復

航は1.2％増の169万1,414ト
ンと6カ月連続のプラスで、
金額ベースでも6.5％増の1
兆1,410億円と5カ月連続の
プラスに1～10月累計では
往航が前年同期比1.5％減
の693万8,056トンと小幅マ
イナス、復航は9.2％増の
1,593万3,485トンと前年同
期の2ケタ減から大幅に回
復した。

運賃も上昇続く
復航の荷動きが好調に推
移する中、中国の上海航運
交易所（SSE）が発表して
いる中長期契約運賃指標で
ある中国輸出コンテナ運賃
の総合指数（1998年1月1
日＝1000）は、2019年の平

均が729、2020年の平均が
747だったが、2021年に入
ると、1月が前月比6.2％上
昇し845.1、2月が2.0％上昇
し862、3月が4.6％上昇し
902、 4月が 2.9％上昇し
928.5と上昇を続け、5月は
1.3％下落し916となったが、
6月は0.2％上昇し918とプラ
スに転じ、7月が0.2％上昇
し919、8月が0.6％上昇し
925、9月が6.0％上昇し、10
月には5.5％上昇し1034と
1000台へ乗せ、11月はさら
に4.2％上昇し1077と、1～9
月平均で913と前年同期の
748に比べ22％もアップし
た。
また、Drewry Maritime

Research（英国）のデータ

によると、上海→横浜のス
ポット運賃は2021年に入り
前年同月比で2ケタ上昇が
続き、8月には前年同月比
101.9％上昇し2,080ドル／
FEUに達した。
中国の技術的発展に伴

い、日本の対中輸入依存度
が高まる中、日中韓や東南
アジア諸国連合（ASEAN）
など15カ国が参加する地域
的 な 包 括 的 経 済 連 携
（RCEP）協定が2022年1月1
日に発効、世界経済の3割
を占める巨大な自由貿易圏
がアジアに誕生、日本にと
っては中国と初めて結ぶ自
由貿易協定（FTA）が動き
出し、日中航路にも好影響
が期待される。

日中航路
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理化学分析業務（輸出入食品、一般食品、放射能核種分析）と証明業務

代表理事会長  宇 和 村　忠
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一般社団法人 全 日 検

本    部 〒108-0022 東京都港区海岸三丁目1番8号
 TEL（03）5765-2113    FAX（03）5440-3396
 http://www.ancc.or.jp
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 中部支社（名古屋支部・北陸事業所） 関西支社（神戸支部・大阪支部）
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傘下のMSC Ship Manage-
mentが 協 力 、 今 後 は
Wartsila製主機関を搭載し
た大型コンテナ船で技術実

証を開始し、将来的にMSC
船隊への導入も進めていく
としている。

一般社団法人　日本造船工業会

会長　宮永　俊一

明けましておめでとうございます。
新年を迎えるにあたり、謹んで
ご挨拶申し上げます。
昨年は、新型コロナウイルスの
感染症が断続的に拡大と収束を繰
り返した影響で、本格的な景気回
復とまではいきませんでしたが、
秋以降、ワクチン接種の広がりと
様々な感染予防対策の普及によ
り、人々の暮らしも落ち着きを取
り戻し、経済活動も正常化し始め
てきました。現在はコロナの感染
者数が落ち着きを見せております
ので、オミクロン株の感染対策が
上手く行き、このまま終息を迎え
られることを祈るばかりです。
我が国の造船業を取り巻く環境
は、新型コロナウイルス感染拡大
の問題が発生する以前から非常に
厳しい状況にありました。世界的
な船腹過剰と供給力過剰に加え
て、市場を歪曲する競合国の政府
助成、地球温暖化対策の加速化に
よる船主の発注マインドの低下、
さらには新型コロナウイルス感染
拡大などが主な要因となって、受
注低迷が続き、一時は危機的な水
準に落ち込みました。
昨年以降は、海運市況の好調を
背景に、新造船受注も回復基調に
あり、仕事量は確保しつつありま
すが、鋼材などの資機材価格が高
騰しており建造中の船舶の採算が
悪化するなど造船業界を取り巻く
状況は、まだまだ安定しておりま
せん。

我が国の海運・造船業は、経済
安全保障を支えていくためにも維
持される価値がある産業と考えて
おります。また、オミクロン株の
出現など不透明な状況ではありま
すが、新型コロナウイルスの感染
が収束していけば、落ち込んでい
た世界経済も回復し、それに伴い
海上荷動き量も成長トレンドを取
り戻すことでしょう。さらに、
2010年前後に大量に竣工した船舶
の代替建造需要に加え、世界的な
環境規制強化に伴う代替建造も見
込まれるなど、造船市場は再び活
性化することが期待されます。
このような中、我が国造船業が
国際競争の中で生き残っていくた
めには、事業と経営の基盤強化を
図っていくことが必要でありま
す。昨年8月に施行された「海事
産業の基盤強化のための海上運送
法等の一部を改正する法律」に定
められた制度を最大限に活用し
て、現場での生産力を持続的に高
めつつ、ゼロエミッション船、自
動運航船等の世の中を先取りした
船舶の開発やサービスの提供等も
必要と考えております。
特に、ゼロエミッション船につ
いては、国際海運からの温室効果
ガス（GHG）排出総量を2050年
までにゼロにすることを目指す方
針を政府及び海運業界が表明しま
した。日本造船・舶用工業として
は、ゼロエミッションを目指す社
会要請等をしっかりと受け止め

て、早期の実用化を目指さなけれ
ばなりません。
このためには、各社毎の自助努
力を続けるとともに、企業間の連
携や協業、海事クラスター内での
連携の強化がますます重要です。
日本造船業の強みは裾野の広い産
業基盤を擁する海事クラスターで
すので、この強みを生かして、日
本にしか造れない船を開発して社
会に還元するとともに、中国や韓
国との国際競争にも打ち勝ってい
く所存です。この例として昨年は、
グリーンイノベーション基金でア
ンモニア、水素燃料船の開発プロ
ジェクトで、海運クラスターの連
携により開発がスタートしまし
た。今後も各種プロジェクトで海
事クラスターの力を結集して対応
して参りたいと考えております。
造船業は、商船、艦艇及び巡視
船艇などの建造を通じ、我が国の
経済、安全保障に寄与する基幹産
業として、地域社会の雇用と経済
を支えて参りました。今次の難し
い局面も、海事クラスターの力を
結集し、官民が連携していくこと
で、必ずや乗り越え、将来に亘っ
て我が国の海事産業が維持・発展
していく事が出来、国、地方に対
する役割、貢献を続けて行けるも
のと確信しております。
引き続き関係各位の、なお一層
のご理解とご支援をお願いしまし
て、新年の挨拶とさせていただき
ます。

International  Surveyor  &  Inspector

日本海事検定協会
NIPPON KAIJI  KENTEI KYOKAI

NKKK
代表理事会長 齋  藤    威  志

●船舶安全法に基づく危険物検査 ●海事および流通に関する鑑定、検査、検量
●理化学分析・試験、食品分析 ●入出庫一貫検定 ●コンサルタント

一般社団法人
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またRo/Ro船社もゼロエ
ミッション化へ向け新たな
船の開発に取り組んでい
る。
自動車・Ro/Ro船のHoegh

Autoliners（ノルウェー）は
21年4月、排出ゼロへ向け
た次世代 9,100台積みの
“Aurora”級Ro/Ro船の建造
を発表した。
“Aurora”級は世界最大

級の完成車積載能力と延長
デッキ、船内ランプシステ
ムの強化、電気自動車への
対応、様々なプロジェクト
貨物への柔軟な対応能力を
備え、また持続可能性に最
大限配慮し、MAN Energy
Solutions（独）製の多元燃
料機関を搭載し、在来燃料
だけでなくLNGやバイオ燃
料を搭載しサプライチェー
ンのカーボンフットプリン
トの大幅な軽減を実現でき
るほか、将来的にCO2の排
出ゼロを実現する次世代燃
料としてグリーン・アンモ
ニア燃料の搭載を想定した
設計にすることで、将来小
規模な改修でアンモニア燃
料船としても運航可能にな
る。
同船はノルウェー船級協
会（DNVGL）が設計認証

し、10月には中国の招商局
重工（江蘇）（CMHI）と建
造に向けた基本合意書を締
結した。

Hoegh Autolinersは2008年
以降、自社船隊の炭素排出
量の37％削減を実現し、世
界のIMOの2030の目標を上
回り、2040年までに排出ゼ
ロの目標達成を目指してい
る。最初の2隻は2024年中
の竣工予定となる。
またノルウェー船社

Wallenius Wilhelmsenは21年
4月、風力を活用した自動
車専用船Orcelle Windを
2025年までに就航させると
発表した
“Orcelle Wind”は全長約

220m、幅40m、伸縮可能な
風力帆5枚備え、それを最
大に展張した場合の海面か
らの高さは100m、また気
象条件の変化や高さ制限の
ある場所での航行時は3段
の入れ子で帆を縮め、高さ
50mまで低くすることがで
きる。現在同社が運航中の
自動車専用船の水面からの
高さは約45mで、従来船と
ほぼ同じ条件で航行、港へ
の寄港を可能にする計画
だ。
また帆走化によって商業

一足先にゼロエミッション化へ
北欧Ro/Ro船社による次世代船建造

的なメリットを損なわない
ことも重視しており、車両
積載能力は現在の最大型自
動車専用船と同水準の7,000
台積みが可能になる。また

航海速力も、帆走時に10～
12ノットで航行可能で、ス
ケジュールの乱れや顧客の
サプライチェーンに影響を
与えずに運航できるとして

いる。
同社は今後、船級協会な
どの協力を得て、安全性や
技術的な実現可能性などの
検証や、設計認証を取得後、

2022年に造船会社と正式な
建造契約を締結し、2025年
までにサービスへの就航を
目指している。
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DCSAがプラットフォー
ムを始動

A.P. Moller-Maersk（デン
マーク）、Hapag-Lloyd（独）、
Mediterranean Shipping
Company（MSC、スイス）、
Ocean Network Express
（ONE）の4船社が2019年4
月、業界標準化、デジタル
化、相互運用を促進するた
めに設立したのがDigital
Container Shipping Asso-
ciation（DCSA）だ。

DCSAは2021年4月、主要
なメンバー船社のMSC、
ONE、CMA CGM（仏）、
Yang Ming（ 台 湾 ）、
Evergreen（台湾）が、荷
送人がコンテナの所在をリ
アルタイムに把握、確認が
可能になるプラットフォー
ムのDCSA Track & Trace
(T&T) の導入を開始した。

DCSA T&Tは、コンテナ
船業界で共通のコンテナ可
視化プラットフォームを構

築し、物流の可視化と効率
化、デジタルトランスフォ
ーメーションを促進するた
め2019年に船社からの要望
をもとにベースモデルを構
築し開発を進めてきたもの
で、ウェブサイトから無料
でダウンロードできるプラ
ットフォームとインターフ
ェイス規格、異なるシステ
ムとの連携を可能にする
APIの定義も公開しており、
幅広い関係者が容易に自社
システムと連携して顧客へ
輸送状況の詳細を公開する
ことが可能になっている。

eB/L拡充やe-コマース取
り込みで海外船社も独自
プラットフォーム
海外船社は、DCSAの枠

組に参画する一方で、独自
のe-コマースサービスの強
化による新規顧客の取り込
みや独自の電子船積み文書
システムを構築し、利便性
の向上をはかっている。

A.P. Moller-Maerskのベン
チャーキャピタル部門の
Maersk Growthは2021年4
月、短距離輸送に特化した
3PLプラットフォーム開発
を手がけるTorch（米国）
に総額350万ドルを出資し、
Torchのネットワークサー
ビスや分析機能の拡充支援
を発表した。

Torchは2019年に多数の
荷主と短距離専門の運送事
業者を結ぶネットワークサ
ービスを開発し、最終消費
者へのラストワンマイル輸
送の効率化を進めており、
今回の出資を受け、いっそ
うの機能強化を図る。
またMaersk傘下の中小企
業向けe-コマースデジタル

物流プラットフォームTwill
（蘭）は、2017年からエン
ドツーエンドでグローバル
ロジスティクスを管理で
き、中小企業でも導入しや
すいシンプルな設計で、容
易に貨物の管理・業務の効
率化を実現できるプラット
フォームを提供しており、
2017年 に Maersk傘 下 の
Damcoが運用を開始し、4
年間に5,000社以上の顧客を
獲得、プラットフォームと
してのプレゼンスを拡大し
ている。

MSCは4月から、独自の
ブロックチェーンプラット
フォームWAVE BLのソリュ
ーションを使用し、試験段
階の成功に続いて、世界中
の顧客に向け電子船荷証券
（eBL）を正式導入した。
eBLにより、荷主と他の主
要なサプライチェーン関連
事業者は、日常業務を変更
または中断することなく、
B/Lを電子的に送受信する
ことができる。

WAVE BLは、ブロックチ
ェーン（分散型台帳）技術
を使用し貨物のブッキング
に関連するすべての当事者
が安全で分散化されたネッ
トワークを通じ、書類を発
行、転送、承認、管理でき

るようにするもの。ユーザ
ーは流通性のあるnegotiable
または非流通性の non-
negotiableのオリジナルB/L
を発行し、直接暗号化、ピ
アツーピアの各取引でそれ
らを交換することができ、
また、ユーザーが書類を変
更することも可能。WAVE

BLの通信プロトコルは、国
際P&Iグループによって承
認、セキュリティとプライ
バシーにおいて最高の業界
標準を満たしている。
ま た ZIM Integrated

Shipping Services（イスラエ
ル）も、10月から新たに中
小事業者向けデジタル越境
物流プラットフォーム
Ship4wdを開設し、サービ
スを開始した。

Ship4wdはZIMの子会社の
プラットフォームとして運
営し、主に米国・カナダの
中小事業者を対象とした中
国、ベトナム、イスラエル
との輸出入をエンドツーエ
ンドでカバーする物流プラ
ットフォームとなる。これ
により複雑で多くの手続
き、手配が求められる越境
物流を未経験の事業者でも
簡潔にシングルウィンドウ
で処理、手配が可能になる
システムで、海上輸送のほ
か、航空、鉄道、トラック
などあらゆる輸送モードで
の輸出入手続き・手配に対
応し、エンドツーエンドで
カバーする。

業界最大規模のTradeLens
本格的に船社と接続

A.P. Moller-Maerskと米国
の大手コンピューターメー
カーのIBMが2017年3月に海
運、物流などグローバルサ
プライチェーンを一括で管
理するデジタルプラットフ
ォーム構築で提携し、2018
年にブロックチェーン（分
散型台帳技術）を活用し、
業務の効率化とともに参加
者が取引情報の透明化、改
ざん防止を実現し、船社、
荷主、物流業者、税関など
様々な関係者が共通のネッ
トワークで手続き、書類の
収受ができるTradeLensを
公開した。

TradeLensのもたらした
大変革は「コンテナのトレ

ーサビリティ」と「貿易関
係書類の電子化」の2つで、
前者はブロックチェーンの
力を借りることで、透明性
の高い情報共有を行うこと
ができ、後者はブロックチ
ェーンのスマートコントラ
クトで、貿易関係書類が電
子化され、ペーパーレスと
なることで、コスト削減と
業界全体の効率化を実現す
る。

TradeLensはブロックチ
ェーンの力を借りること
で、透明性の高い情報共有
を行うことができ、貿易関
係書類を電子化して、ペー
パーレス化することで荷
主、船社、フォワーダー、
運送業者、税関当局など物
流に関わる多くの関係者の
コスト削減と業界全体の効
率化を推進する。
例えば荷主やフォワーダ
ーは船社とブッキングや船
積み書類の送信は原産地証
明の提出や認証、また船社
は港湾ターミナルと入出港
や荷揚げ・船積み情報の共
有や貨物追跡、さらに荷揚
げ貨物のトラック事業者と
の共有や税関当局の認証、
貿易金融との情報共有を可
能にするソリューションで
2019年にはZIM、CMA CGM、
MSC、THE Allianceを構成
するONEとHapag-Lloydが
相次いで参画し世界のコン
テナの3分の2近くをカバー
することになった。また
2019年から2020年には米国
の主要4港や中南米の50タ
ーミナルを皮切りに世界の
主要港やターミナル運営会
社が相次いで同システムと
の連携を開始し、ターミナ
ル管理システム（TOS）を
統合することで管理プロセ
スを自動化することでコン
テナ取扱能力を強化する動
きが広がっている。
また2020年3月には金融

機関としては初めて英国の

顧客向けデジタルプラットフォーム拡充
新型コロナウィルス（COVID-19）感染拡大後、世界のコンテナ物流の混乱が

長期化するなか、その収束にはデジタル技術を活用した物流の効率化が不可避だと
言われている。特に港湾での円滑なコンテナ荷役や搬出には船社と荷主、もしくは
物流業者間の情報共有や可視化、迅速な手続き処理が不可欠だ。今回は船社などが
荷主向けにリリースしているオンラインプラットフォームの直近の動きをピックア
ップした。
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Tokyo: 03-3523-3692   Osaka: 06-6264-7541
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スタンダードチャータード
銀行がTradeLensに加盟、
同月には海運保険会社組合
の国際P&Iグループ（IG）
がTradeLens eBL（電子商
取引システム）を承認し
た。

TradeLensの強みは、稼
働開始当初からAPI（アプ
リケーション・プログラミ
ング・インターフェース）
を公開することで利用者の
独自システムや他のプラッ
トフォームとの連携を容易
にしており、今後プラット
フォーム間の連携、統合が
進むとみられる。海運・物
流業界向けシステム開発を
手がけるYouredi（フィンラ
ンド）は 2020年 10月に
TradeLensへのシステム接
続を図る参加企業向けソフ
トウェア統合サービスを発
表し、TradeLensに接続を
希望しつつも社内リソース
の不足やノウハウの欠如な
どにより、円滑なシステム
連携が困難な企業に対し、
スムーズな連携をサポート
するなど、ネットワーク拡
大を後押しする動きも見ら
れ、今後業界の単一プラッ
トフォーム化はいっそう加
速するとみられる。

TradeWaltz
リリースからの1年

NTTデータら7社が集ま
って、貿易文書の収受や処
理をオンライン上でペーパ
ーレス処理する日本独自の
プラットフォームも本格的
に稼働を開始し利用者が拡
大しつつある。

17年8月にNTTデータを
事務局とした業界横断のコ
ンソーシアムを発足し、商
社・銀行・保険・船会社な
どの関係者とともに、デジ
タル技術を活用した貿易業
務における事務処理の効率
化、安全性の向上などにつ
いて、議論を重ねてきた。
また20年の税制改正では電
子帳簿保存法が見直される
など、政府も企業が作成す
る書類の電子化を積極的に
促進している。
そんななかNTTデータ、

三菱商事、豊田通商、東京
海上日動火災保険、三菱
UFJ銀行、兼松、損害保険
ジャパンの7社は2020年10
月、貿易業務の作業量を半

減させる貿易情報連携プラ
ットフォーム「TradeWaltz」
を運営するトレードワルツ
への共同出資に合意した。
トレードワルツは、2018
年8月にNTTデータが事務
局となり、日本郵船、商船
三井、川崎汽船の邦船3社、
丸紅、双日、豊田通商、み
ずほフィナンシャルグルー
プ、三井住友銀行、三菱東
京UFJ銀行、損害保険ジャ
パン日本興亜、東京海上日
動火災、三井住友海上火災、
日本通運など貿易に携わる
企業全14社で構成するコン
ソーシアムが、電子貿易情
報連携基盤の実現の可能性
を検討し、実証実験を終え
て2020年4月に運営会社と
して設立、ブロックチェー
ン技術を活用し運用を開始
した。
同システムの実用化によ
り貿易に関わる全ての業務
を一元的に電子データで管
理することができ、貿易業
務の作業量を最大50％程度
削減できる

11月には輸出入・港湾関
連 情 報 処 理 セ ン タ ー
（NACCSセンター）と貿
易・物流のデジタル化によ
る効率化と利便性向上を図
るため連携・協力で合意し
覚書（MoU）を締結した。
Trade Waltzと具体的なシス
テム連携のあり方を検討
し、利便性向上と利用拡大

を目指している。
12月からは三菱商事プラ
スチック、三菱商事、三菱
UFJ銀行、東京海上日動火
災保険の先行ユーザー4社
は互いに連携し、2021年3
月から三菱商事プラスチッ
クと三菱商事のベトナム向
け商流で電子化実証に取り
組むと発表。
また2021年10月からは国
際物流システムで7,400社の
ユーザーを抱えるTOSSシ
リーズを開発・販売するバ
イナルとシステム間をAPI
連携し、一部ユーザーの書
類連携業務から完全電子化
機能をトライアル利用して
いる。バイナルは約40年に
わたる国際物流システムの
開発経験で培われたノウハ
ウを活用し、貿易現場で実

際に求められるUI（User
Interface）をはじめとした
詳細設計のノウハウと、
TradeWaltzによる貿易情報
の一元管理を組み合わせ、
バイナルとトレードワルツ
は貿易業界の働き方改革を
提案する。TradeWaltzは、
日本国内の貿易実務者がそ
れぞれどのようなシステム
を利用していようとも、そ
れらをAPI連携で縫い合わ
せ、それぞれが持つ貿易に
必要な情報を共有し再入力
作業から解放、さらにブロ
ックチェーンで各データに
対改ざん性・原本性を持た
せることで紙保管からも解
放する。

10月には新たに輸出機能
を追加したトライアル版を
リリースした。これにより

取引管理や物流会社への輸
出通関依頼の他、通知・メ
ール・電子承認機能を活用
した社内手続きなどが可能
になった。
トライアル版の主な機能
は通知・メール/電子承認/
アーカイブ、取引登録/取
引管理、Purchase Order送
付・受領/Contract of Sales締
結、輸出通関依頼/輸出許
可証保管、Marine Insurance
Policy保管、B/L保管、SWB
保管、決済書類送付で、ト
ライアル期間中にユーザー
の声をヒアリングしなが
ら、機能や画面イメージを
アジャイル開発手法でブラ
ッシュアップし、2022年4
月に輸入機能を実装した製
品版のリリースを予定して
いる。



国土交通省は昨年末、カ
ーボンニュートラルポート
（CNP）の目指す姿を「水
素などサプライチェーンの
拠点としての受け入れ環境
整備」と「港湾地域の面
的・効率的な脱炭素化」だ
と示すとともに、「CNP形
成計画策定マニュアル（初
版）」を策定した。
国交省は国際サプライチ
ェーンの拠点かつ産業拠点
である港湾でCNPを形成
し、脱炭素社会の実現に貢
献することとしており、今
年6月から開催している検
討会の結果を踏まえ「CNP
の形成に向けた施策の方向
性」と「CNP 形成計画策定
マニュアル（初版）」を策
定したもの。

CNPの目指す姿
国が示す方針を踏まえ、

港湾管理者がCNPを形成す
ることとして、水素・燃料
アンモニアなどの輸入に対
応した港湾における受け入
れ環境を整備するととも
に、国全体でのサプライチ
ェーンの最適化を図る。荷
役機械、船舶、大型車両な
どを含めた港湾オペレーシ
ョンの脱炭素化と、臨海部
立地産業との連携を含めた
港湾地域における面的な脱
炭素化を目指す。

CNP形成の対象範囲は公
共ターミナルにおける取り
組みに加え、物流活動や臨
海部に立地する事業者
（発電、鉄鋼、化学工業な
ど）の活動も含め、港湾地
域全体を俯瞰して面的に取
り組む。また港湾管理者、
民間事業者などが連携して
CNP形成計画を作成し、脱
炭素化の取り組みを推進

し、将来の不確実性を認識
し、PDCA（Plan→Do→
Check→Action）サイクル
を回す体制が重要だ。CNP
形成計画の作成は、国際戦
略港湾、国際拠点港湾、重
要港湾において率先して取
り組む。さらに水素・燃料
アンモニアなどが安定・安
価に輸入できるよう、オー
プンアクセスタイプの輸入
ハブを含め、最適なサプラ
イチェーンを構築するため
の受け入れ環境を整備す
る。

ロードマップ作成
導入技術やCNP形成に向
けた各港の取り組みのロー
ドマップを作成することが
重要だ。既存インフラの有
効活用を積極的に推進し、
水素などと既存貨物を同時
に扱うことも考えられるた
め、双方の貨物需要を想定
しながら、既存施設の有効
活用の可能性を検討してい

く。民間事業者の取り組み
を促進するため、港湾ター
ミナルの取り組みを客観的
に評価する認証制度の創設
についても検討していく。
船舶に水素・燃料アンモニ
アなどを供給する施設の適
切な維持管理を担保する制
度について検討し、舶用燃
料の脱炭素化に対応すると
ともに、港湾工事などで、
脱炭素化に資する新技術の
導入を促進する。カーボン
ニュートラルに関する情報
を一元的に収集・整理・共
有するプラットフォームの
整備を検討し、全体として
の底上げを図ることが重要
だ。海外の港湾との情報交
換や、日本の技術の今後の
海外展開を見据えた情報を
発信するなど国際協力を進
める一方で、環境を意識し
た取り組みによって、国際
競争力を強化し、グリーン
投資などを呼び込み、国内
産業立地競争力も強化す
る。CNP形成に向けた取り
組みを促すため、既存の支
援スキームの活用や新たな
仕組みづくりを検討すると
ともに、エネルギー転換に
伴う土地利用の転換を進め
ていくため、土地利用規制
の柔軟化や規制強化につい
て検討していく。

CNP形成計画策定マニュ
アル（初版）
このマニュアルは、港湾
管理者が国の方針に基づき
CNP形成計画を策定・進捗
管理するプロセスなどをま
とめたもので、CNP形成計
画は、港湾におけるカーボ
ンニュートラルの実現のた
め、各港湾において発生し
ている温室効果ガスの現状
と削減目標、それらを実現
するために講じるべき取り
組み、水素・燃料アンモニ
アなどの供給目標と供給計
画などをとりまとめたもの

となる。策定主体は港湾管
理者で、関係事業者などが
参画する協議会の設置が望
ましく、対象港湾は、国際
戦略港湾、国際拠点港湾、
重要港湾を基本とし、地方
港湾においても策定を推奨
する。

計画の主な記載事項
①水素などの受け入れ

環境などの整備、②港湾
地域の面的・効率的な脱
炭素化の2つの観点から、
CNP形成に向けた方針を記
載する。計画期間、目標
年次は、政府の温室効果
ガス削減目標（短・中期
目標：2030年度、長期目
標：2050年）などを踏ま
え設定する。対象範囲は
公共ターミナルにおける
取り組みに加え、倉庫、
発電所などの活動も含め、
港湾地域全体を俯瞰して
面的に策定されることを
想定する。計画策定と推
進体制は進捗管理につい
ては、港湾管理者が中心
となり、事業者などが参
画する協議会を設置する
ことが望ましい。
温室効果ガス排出量の推
計については、①港湾ター
ミナル内、②港湾ターミナ
ルを出入りする船舶・車
両、③港湾ターミナル外、
の3つに区分して、排出源
ごとにCO2排出量を推計
（計画策定時、基準年）す
る。ブルーカーボン生態系
の造成・再生・保全活動に
伴うCO2吸収量も推計でき
る。
温室効果ガスの削減目標
は、推計した計画策定時な
どのCO2排出量に対し、目
標年次におけるCO2削減目
標を記載する。温室効果ガ
ス削減計画は削減目標実現
のために実施する具体的な
取り組みと、取り組みごと
のCO2削減量を記載する。

水素・燃料アンモニア
供給目標と計画
目標年次における水素・
燃料アンモニアなどの需要
量を推計し、供給目標を設
定する。需要量の推計は、
①「温室効果ガス削減計画」
の取り組みに対応した需要
量、②その他、周辺地域な
どにおける需要量（対象港
湾を経由する水素などの貨
物量）について算出する。
また、現在の化石燃料使用
量などから推計される将来
の水素など需要ポテンシャ
ルを前広に推計し、参考と
して示すことが望ましい。
水素・燃料アンモニアなど
供給計画・供給などのため
に必要な施設の規模・配置
は、水素などの受け入れ環
境を整備するため、需要を
踏まえて、現実的かつ具体
的な供給計画を策定するも
のとして、①係留、荷役施
設（岸壁、荷役機械）、②
貯蔵施設、③水素化施設、
④運搬施設、⑤水素生産施
設について、規模・配置を
検討する。水素・燃料アン
モニアなどのサプライチェ
ーンの強靭化に関する計画
では、耐震対策や護岸など
のかさ上げ、適切な老朽化
対策を記載する。
環境面での港湾の競争力
強化策・産業立地競争力強
化策も記載する。環境への
取り組みを積極的に公表す
ることで、環境志向の強い
荷主からの集貨につながる
ことが期待できる。具体的
な取り組み内容、取り組み
時期を明らかにするため、
温室効果ガス削減計画と施
設整備計画などに係る具体
的なロードマップを記載す
る。CNP形成計画の実施状
況や課題の把握や着実な計
画の遂行を目的として、進
捗管理、実施状況の公表方
法について記載する。
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けております。

イースタン・カーライナー株式会社
〒140-0002　東京都品川区東品川2-5-8
天王洲パークサイドビル5階
自動車船部
電話 03-5769-7631　FAX 03-5769-7632
在来・多目的船部
電話 03-5769-7633　FAX 03-5769-7634

〒103-0027　東京都中央区日本橋2-15-3
平和不動産日本橋ビル4F
電話 03-5204-0251　FAX 03-5204-0257
名古屋支店　電話 052-218-5800　大 阪 支 店　電話 06-6243-2200
福 岡 支 店　電話 092-734-2611　川崎営業所　電話 044-280-2977

ECLエージェンシー株式会社

Challenging The Oceans

あらゆる貨物をあらゆる地域へ安全に

効率よく海上輸送することを常に心が

けております。

イースタン・カーライナー株式会社
〒140-0002　東京都品川区東品川2-5-8
天王洲パークサイドビル5階
自動車船部
電話 03-5769-7631　FAX 03-5769-7632
在来・多目的船部
電話 03-5769-7633　FAX 03-5769-7634

〒103-0027　東京都中央区日本橋2-15-3
平和不動産日本橋ビル4F
電話 03-5204-0251　FAX 03-5204-0257
名古屋支店　電話 052-218-5800　大 阪 支 店　電話 06-6243-2200
福 岡 支 店　電話 092-734-2611　川崎営業所　電話 044-280-2977

ECLエージェンシー株式会社

CONVENTIONAL LINER SERVICE
TO/FROM
JAPAN - BANGKOK
JAPAN - CHITTAGONG
JAPAN - VIETNAM

株式会社関西ライン
KANSAI STEAMSHIP CO., LTD.
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水素などSC拠点受入環境整備と
面的・効率的脱炭素化



18年から試験運用を継続
関東地方整備局（国土交
通省）は16年、横浜市港湾
局や横浜川崎国際港湾
（YKIP）などと「ICT（情報
通信技術）を活用した横浜
港コンテナ輸送効率化検討
会」を設置し横浜港でのコ
ンテナ輸送の効率化の実現
を目的に、検討を進めてき
た。同検討会は、横浜港を
利用する港運・海貨やトラ
ックなど港湾物流関係業者
と国や市など官民で構成、
コンテナターミナルのゲー
ト前混雑の解消やコンテナ
トレーラーのターミナル滞
在時間の短縮を図ること
で、コンテナ物流の効率化
と生産性向上の実現を目的
とした「CONPAS」の試験
を18年から継続して運用し
てきた。
横浜港南本牧コンテナタ
ーミナルは水深16～18m、
総延長1,600mの岸壁を有す
る高規格コンテナターミナ
ルだが、21年4月の南本牧
MC-4の全面供用により、
MC1～4の一体運用が開始、
多方面の航路スケジュール
や船型などに応じて、施設
全体を柔軟に利用できる画
期的な運用を実現した。こ
れにより、高規格な施設能
力を最大限に発揮でき、基
幹航路の維持・拡大や貨物
の増加などが期待できる。
その一方で同ターミナルで
は今年3月30日から「搬出
入予約機能」の常時運用を
開始している。

搬出入予約機能の
常時運用
予約については、搬出入
日の3日前の14時から予約
時間の直前まで予約が可能
で、予約時間の前後1時間
以内に予約状況確認場所へ
来場できる。参加は21年10
月時点で85店社が登録、事
前予約枠は、搬入が5台／3
分（上限550台／日程度）、
10時～15時半に予約でき
る。ちなみにゲートオープ
ン時間は7時半から16時半。
搬出は5台／3分（上限600
台／日程度）、9時半～15時
半に予約できる。CONPAS

で予約すると、入場可能時
間内に予約状況確認場所
（CONPAS優先レーン手前
に設置）に到着する車両が
利用できる。入場可能時間
外に到着した場合は、
CONPAS優先レーン・優先
ゲートを利用しての入場は
できず、通常の経路で入場
することとなる。
予約件数は日によってバ
ラツキがあるが、平均で
217件／日、最大で592件／
日。10月までの実績では、
各週の前半は搬出、後半は
搬入の予約が多い傾向にあ
る。予約件数は、非予約車
のゲート前待機時間に連動
して増減する傾向が認めら
れ、ターミナルが混雑する
ことが予想される日（CYカ
ットが集中するなど）では、
予約を活用してトレーラー
の回転率を向上させるた
め、CONPAS利用率が増加
した可能性がある。4月30
日は、ゲートオープン前の
待機が後の時間帯にも伝播
し、終日にわたって非予約
車のゲート前待機時間が長
かったたことも、CONPAS
予約の利用増加要因となっ
た可能性がある。

混雑時に大きな効果を
発揮

CONPAS利用率は、これ
までの試験運用と常時運用
の結果を踏まえると、非予
約車の待機時間が長くなる
期間ほど高くなる傾向にあ
る。予約取得のタイミング
を考慮すると、混雑が予想
される日に予約したケース
と、混雑しているため予約
したケースがあると想定で
きる。CONPAS利用率の上
昇に連動してゲート前の総
待機時間削減率が上昇し
た。常時運用開始後の南本
牧コンテナターミナルにお
ける搬入トレーラーの総待
機時間削減率は、これまで
の試験運用と同程度の
6.4％と推計できる。効果
検証期間（4月22日～5月12
日）平均の総待機時間削減
率6.4％（推計値）に対し
て、ゲート前の混雑が顕著
であった4月30日の削減率
は15.7％（推計値）に達し、

CONPASは混雑時に大きな
効果を発揮することを確認
できた。
常時運用（効果検証期間）
における非予約車の平均ゲ
ート前待機時間が30分であ
る一方、予約車の平均ゲー
ト前待機時間は7分。ゲー
ト前混雑が顕著であった4
月30日においては、非予約
車の平均ゲート前待機時間
が65分である一方、予約車
の平均ゲート前待機時間は
9分と効果が表れている。
ターミナル全体の搬入車両
の総待機時間の削減率は平
均で約6％、最大で約16％
となっている（図1）。予約
車は、（1）予約状況確認場
所からゲート前まで優先レ

ーンを走行できること、（2）
優先ゲートを設けているこ
とから、非予約車よりも所
要時間が少なくなってい
る。CONPAS利用率の上昇
に連動し、ゲート前の総待
機時間削減率も大きくなる
ことから、さらなる総待機
時間の削減にはCONPAS利
用率の向上が必要だ。

待機時間短縮に効果あり
4月26日～5月12日の期

間、CONPAS予約状況確認
場所に来場したドライバー
に対して、ランダムで

CONPAS利 用 回 数 と
CONPAS利用の所感につい
て ヒ ア リ ン グ し た 。
CONPASの利用効果につい
て、CONPASを利用しない
場合と比較して、待機場か
らゲート通過するまでが早
くなった、CONPAS予約車
優先レーンを走行すること
で20分～30分以上短縮する
ことができるとの意見があ
った。一方、ゲート処理時
間の短縮については、ゲー
ト前の待ち時間が短くな
り、かつゲートでの処理が
手入力から、 PS（ Port
Security）カードのタッチ
のみとなったため楽になっ
た、PSカード読み取りでゲ
ート通過できるため、ゲー
ト処理時間の短縮になった
と感じているとの声があっ
た。またCONPASに対する
意見として、予約状況確認

場所で、OCR（文字認識）
機器を用いてPSカード番号
を読み取る際、読み取りエ
ラーが発生し確認に時間を
要してしまうとの意見が上
がり、予約確認に用いる機
器をより読み取り精度の高
い、ICチップ情報を読み取
る方式に変更するなどの対
応策を図る。出入管理情報
システムとのリアルタイム
通信（Wifi）に対応した携
帯型PSカードリーダーの活
用などを検討する。ゲート
入場時にPSカードをタッチ
した際、エラーが発生し確
認に時間を要してしまうと
の意見もあり、予約取得時
の誤入力が原因と想定され
るため、CONPAS予約に関
する操作などの完熟に向け
利用者を啓発する必要があ
る。
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会長　池田 潤一郎

令和4年の新年を迎え、謹んでお慶びを申し上げま
す。
昨年も新型コロナウイルスの感染がおさまらず、

社会、経済全体がその対応に追われる一年でした。
そのような中、東京オリンピック・パラリンピック
が無事開催され、ワクチン接種が進むとともに国内
感染者の数が徐々に減少し、緊急事態宣言がひとま
ず解除されるなど、先行きの不透明感は拭えないも
のの明るい兆しも見え始めた年でもありました。
物流を取り巻く環境は、感染症の影響でグローバ

ルサプライチェーンの混乱が続く中、物流を止めな
いことに注力したことで、物流が重要な社会インフ
ラであることがあらためて認識された一年でもあり
ました。サプライチェーンの安定化までは今しばら
く時間を要するものと考えます。
このような中、物流連では様々な活動を実施して

まいりました。
「物流を等身大で社会一般から見ていただく活動」
として、会員企業のご協力のもと学生を対象とした
物流業界セミナーやインターンシップをウエブ併用
で開催し、人材育成と広報活動の強化を継続しまし
た。大学での寄付講座や学内セミナーにおいても、
より多くの学生に「リアルな物流業の実態と物流業
の重要性」を認識してもらう機会を増やしました。
「社会インフラとしての物流機能強化」の取り組みで
は、国交省等と連携し、総合物流施策大綱の方向性
を踏まえ、官民物流標準化懇談会にて関係者の連
携・協働による物流標準化について議論・検討を開
始しました。
「国際的な課題への取組み強化」については、海

外物流戦略ワーキングチームにおいて、ウエブを活
用したアセアン各国の現地実態調査を行いました。
「物流環境対策の取組み」では、コロナ禍にも拘わら
ずモーダルシフト取組み優良事業者賞に多数の応募
をいただき、脱炭素社会に向けた物流事業者の取組
みを社会に公表しました。さらに新たな取り組みと
して、国や産業界のカーボンニュートラルに向けた
動向を把握するとともに、陸運、海運、倉庫等、業
態を超えてベストプラクティスを共有する情報交換
会を立ち上げました。
本年は、これまで継続しておこなってきた多様な

活動が実を結び、物流業界の発展に役立つものとな
るよう一層充実した取組みを推進していきたいと考
えます。物流業界における労働力不足は深刻化して
おり、規格の統一や共通基盤の構築、自動化やDXを
活用した様々な取組みにより生産性の向上を図るこ
とが喫緊の課題となっています。また、サプライチ
ェーンの根幹として安全は最重要の課題であり、地
球温暖化対策、自然災害や感染症など有事の際にも
対応できるサプライチェーンの強靭化へ向けた取組
みも必要と考えます。
物流連としても官民連携、他産業との連携を一層

強化するとともに、インフラを支える「血液」とし
て物流業界からの発信力強化を推進していく所存で
す。
新しい年を迎えるにあたり、本年が物流業界にと

り飛躍の年となることを祈念し、皆様のご支援とご
協力をお願い申し上げ、新年の挨拶とさせていただ
きます。

国土交通省は、コンテナターミナルのゲート前混雑の解消やコンテナトレーラーの
ターミナル滞在時間の短縮を図り、コンテナ輸送の効率化と生産性の向上を図ること
を目的として新・港湾情報システム（CONPAS）を開発した。現在、国交省関東地方
整備局は、CONPASを活用した横浜港コンテナ輸送効率化の取り組み内容について検
討会を開催、南本牧コンテナターミナルで21年3月30日から本格運用を開始、さらに
本牧BCコンテナターミナルで新たな試験運用を開始する。一方、国交省近畿地方整備
局は、神戸市港湾局、阪神国際港湾とともに、今年から試験運用を開始、3月と8～9
月に2回試験運用を重ねてきた。同システムの本格運用と試験運用の経緯と結果につい
てまとめた。

横浜港南本牧で本格導入、神戸港では試験運用を開始
ゲート前混雑解消やトレーラーのターミナル滞在時間短縮へ

CONPAS

図1
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さらに試験運用を予定
これら南本牧ふ頭の実運
用に加え、新たに本牧BC2
コンテナターミナルで21年
度中に2週間程度を想定し
て試験運用を計画してお
り、ショットガン方式によ
る搬出入予約機能の運用の
検証、予約情報を活用した
コンテナヤード内の荷役効
率化に関する取り組みの検
証を調整中だ。ショットガ
ン方式はターミナル近傍に
予約状況を確認する場所の
スペースが確保できない立
地条件のため、離れた待機
場を利用する新方式で搬出
入予約機能の運用を検証す
るもの。予約時間枠は搬入
が1台/3分で60台/日、搬出
が1台/3分で60台/日。一方、
荷役効率化の検証は、予約
情報を活用してトレーラー
がコンテナを引き取りに来
場する前に、搬出対象のコ
ンテナを本船荷役の影響な
どを受けない場所に移動、
本船荷役の影響や不要な荷
繰りを回避することで、コ
ンテナの円滑な引き取りが
可能となり、コンテナヤー
ド内のトレーラー滞留時間
の短縮を実現するもので、
対象は実入り搬出のみとな
る。

阪神港でも試験運用を
開始
横浜港で試験運用を重ね
るとともに、今年から同港
で本格運用も開始した
CONPASだが、阪神港でも
今年から本格的に導入への

取り組みを
開始してい
る。国土交
通省近畿地
方整備局と
阪神国際港
湾が主体と
なって、神
戸港、大阪

港のコンテナ輸送の効率
化、生産性向上に向けて両
港関係者が参加する「阪神
港におけるCONPAS導入に
向けた検討会」を20年2月
に開催した。阪神港での導
入に向けて、具体的かつ継
続的に検討する場として同
会を結成、AIターミナル政
策とCONPAS導入の現状、
阪神港で追加を検討する機
能（携帯端末機能追加）、
運用の在り方、スケジュー
ル案などを検討した。その
後21年2月に第2回会合の開
催を経て、3月には近畿地
方整備局、神戸市港湾局、
阪神国際港湾がCONPASの
阪神港（神戸港、大阪港）
での導入に向けて神戸港で
試験運用した。神戸港PC-
18の上組コンテナターミナ
ル（兵庫県神戸市中央区港
島8丁目）で、輸入貨物を
想定して搬出（実入り）コ
ンテナのみを対象に、非営
業コンテナとダミー貨物デ
ータを用いた一連のシステ
ムフローの動作を確認する
とともに効果を検証した。
具体的には、事前予約枠の
登録、PSカード受付（ハン

ディ端末読み取り）、出入
管理情報システムとの連
携、CONPAS専用携帯端末
の行先表示のCONPASの一
連のフローを確認し、さら
にゲート処理時間の削減や
搬出不可の車両の来場削減
などの想定効果を検証し
た。予約枠には朝一、日中、
宵積みの3枠を設定した。
さらに8月23日から9月3

日までの期間、神戸港PC-
18・上組コンテナターミナ
ルで、輸入貨物（実入り）
の搬出を対象に、事前予約
制度の運用（CONPAS専用
端末への予約情報の配信や
ターミナル内行先表示含
む）、GPS位置情報表示機
能、ゲート前渋滞情報の表
示機能などを実証した。第
2回試験運用では、参加店
社も第1回から大幅に拡大
して、海運貨物取扱業者5
社と海上コンテナ輸送事業
者10社、参加車両台数27台
で、予約本数は営業コンテ
ナ83本だった。具体的には
初めて営業コンテナを対象
として輸入の実入りコンテ
ナを搬出するとともに、各
機能の運用を確認し、ゲー
ト処理効率化の効果を検証
した。その結果、CONPAS
を利用したトレーラー
（CONPAS車）については、
利用しないトレーラー（非
CONPAS車）に比べて、1
台あたりのゲート処理時間
を約6～8割削減することが
分かった（図2）。

同調査は1年8～9月にか
けて、海外82カ国・地域
の日系企業（日本側出資
比率が10％以上の現地法
人、日本企業の支店、駐
在員事務所）1万8,932社を
対象に、オンライン配
布・回収方式でアンケー
トし、7,575社より有効回
答を得た（有効回答率
40％）。同調査は、北米、
中南米、欧州、アジア大
洋州などの主要地域別に、
原則年1回、ビジネスの最
前線にいる進出日系企業
の活動実態を把握するた
めに調査しているもの。昨
年度に続き、全地域で調
査時期を統一し、全地域
で共通化した。

黒字企業の割合、過去10
年間で20年に次ぐ低水準
海外進出日系企業（有

効回答7,267社）のうち、
21年に「黒字」を見込む
企業は62.6％、一方の赤字
は21.2％だった。黒字の割
合は過去最低を記録した
前年（48.0％）から上昇し
たものの、過去10年間で2
番目に低い数値だった。

需要回復で8割前後が黒字
を見込む「銀行」や「精
密機器」、「販売会社」に対
し、新型コロナ禍の行動
制限の影響が続く「ホテ
ル・旅行」で、前年に続
き85％超が赤字を見込む
など、業種間の格差が一
層拡大している（図1）。
黒字企業の割合は前年比
で14.6％ポイント増加も、
リーマンショック後の
2010年（前年比19.2ポイン
ト上昇の69.5％）と比べ、
回復は鈍い。地域別では、
黒字企業の割合はASEAN
で57.1％と低く、欧州、北
米も2019年の水準まで回
復していない。国別では、
2021年の中国、韓国の
「黒字」の割合は、72.2％、
85.3％と、いずれも2019年

の割合を上回る。一方、
新型コロナ感染が急速に
再拡大したベトナム、メ
キシコでは、「赤字」の割
合が3割近い（図2）。

2021年の営業利益見込
みが、前年比で「改善」
する企業の割合は5割近
く、前年調査との比較で
30.5ポイント上昇。改善の
最大の要因は前年の売り
上げ減からの反動増。一
方、新型コロナに起因す
る売り上げ増加を挙げる
企業も2割前後ある。他方、
前年比で「悪化」する企
業も依然として2割を超え
る。また、2019年との比
較では「悪化」とする企
業の割合が3割を占め、新
型コロナ発生前の水準へ
の業績回復に向け、多く

の企業にとって、困難な
局面が続いている。

ベトナム、感染再拡大に
伴う操業規制の影響強く
景 況 感 を 示 す DI値

（Diffusion Index。同調査で
は前年比「改善」する企
業の割合％から「悪化」
する割合を差
し引いた値）
は、新型コロ
ナ発生前の
2019年との比
較において、
ロシア、オラ
ンダ、ブラジ
ル、インド、
南アフリカで
20ポイント超
となった一
方、中国、米

国、メキシコ、インドネ
シア、英国、タイ、ベト
ナムでは10ポイント未満。
調査時点で新型コロナ・
デルタ株の感染拡大のピ
ークにあったベトナムで
は、操業規制による「稼
働率の低下」を主因に、
前年比で「悪化」を見込
む企業が4割近い。また、
2019年との比較では、「悪
化」が「改善」を15.6ポイ
ント上回った（図3）。前
年調査で「悪化」が6割を
超えたインドはV字回復。
2021年は対 19年比でも
「改善」が約5割を占めた。
一方、前年調査で「悪化」
の割合が相対的に低かっ
た中国は、2021年につい
ては「悪化」が2割超。自
動車市場の伸び悩みや調
達コストの上昇などを背
景に、輸送機器や同部品
で「悪化」の割合が相対
的に高い。ベトナムでは
「悪化」の割合が前年比、
2019年比ともに4割前後と
なり、主要国で最も厳し
い見通しだ。
業種別にみると、製造

業では、繊維で「悪化」
の割合が3割を超えたほ
か、衣服・繊維製品では
「改善」「悪化」ともに3割
前後。外出自粛の定着に
伴う進出先市場や輸出市
場での消費意欲の減退が
響いた。非製造業では、
行動制限による影響が大Alcatel-Lucent Co. (France)
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日本貿易振興機構（ジェトロ）の2021年度海外進出日系企業実態調査によると、
2021年の日系企業の業績は全世界的に上向くも、回復の勢いは力強さを欠く、黒
字企業の割合は6割を超えるも、過去10年間で2番目に低い、リーマンショック直
後の2010年との比較でも回復のペースは鈍い、景気回復・需要増に沸く一部の業
界と、経済活動制限が直撃する旅行などのサービス業との間の業種間格差が一段と
拡大したとの結果を発表した。

黒字企業は6割超えも回復のペース鈍い
ホテル・旅行業界と好調業種との格差拡大
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きい「ホテル・旅行」で
47.4％、新型コロナに起因
する進出先市場の消失を
受けた「建設・プラント
等」で37.6％の企業が「悪
化」と回答。運輸・倉庫
の「改善」の要因として、
新型コロナに起因する売
り上げ増を挙げる企業の
割合が相対的に高い。

2022年の見通し（21年
対比）では、全地域で
「改善」を見込む企業が
48.3％、「横ばい」が42.1％、
「悪化」が9.6％。DI値は
38.7ポイントと、21年をさ
らに13ポイント上回った。
地域別では、南西アジア
で55.5ポイントで最も高
い。主要15カ国の中では、
メキシコ、インド、イン
ドネシアで、DI値が50ポイ
ントを上回った。一方、
北東アジアでは、DI値が
29.2ポイントにとどまっ
た。中国、韓国では、
2022年の営業利益を前年
比で「横ばい」とする企
業 の 割 合 が そ れ ぞ れ
47.5％、57.0％と多数を占
めた（図4）。

事業拡大意欲は回復基調
も地域差あり
日系企業の事業拡大意

欲は前年から急回復した
が、今後1～2年で「拡大」
を見込む企業は44.9％で、
コロナ前の水準（2019年
は48.9％）に届かず。新型
コロナ感染再拡大と経済
活動制限による先行きの
不確実性が影響している。
一方、インドでは7割の企
業が「拡大」に意欲示し、
営業利益見通しの厳しい
ベトナムでも、拡大意欲

は高い。また、新型コロ
ナ発生前の2019年との比
較では、南西アジア、北
米、北東アジアにおいて
「拡大」の割合が増加した。
業種別にみると、製造業

では、医療機器および食
品・農水産加工品で、事
業拡大を見込む企業の割
合が7割近くに達し、製造
業全体に比べ2割超上回
る。いずれも、新型コロ
ナ禍で需要が底堅く、一
部では新型コロナによる
特需も報告されている。
他方、外出自粛の余波で
需要低迷が続いたアパレ
ルや繊維製品、航空産業
など自動車以外の輸送用
機器、同部品では事業拡
大意欲が依然として低い。
また、ホテル・旅行は唯
一、事業拡大を見込む企
業が2割を下回った。

サプライチェーン強靭化、
販売価格引き上げが進む
事業戦略見直しに関し

ては、約3割の企業が管
理・経営体制の見直しを
実施（見直し予定を含む）。
また2割前後の企業がサプ
ライチェーン（生産・販
売・調達）を見直す。生
産コストの増加を価格に
転嫁せざるを得ない状況
の下、「販売価格の見直し」
に取り組む企業の割合が
前年から約8割増加。また、
調達先見直しや複数調達
化に取り組む企業の割合
も、それぞれ前年比で6割、
4割の増加（図5）。日本企
業が緊密なサプライチェ
ーンを構築するアジア大
洋州地域では、進出先で、
日本から調達する部材を
現地調達に切り替える企
業が多い。ASEANでは日
本調達品を中国からの調
達に切り替える動きも進
む。他方、通商環境の変
化などを理由に、中国か

らの調達を現地調達や
ASEANからの調達に切り
替える動きも同時に進展。
半導体やナイロンをはじ
めとする部材の不足によ
る調達難や納期の延伸が、

複数調達化や調達先見直
しの流れを加速している。
半導体不足や鉄鋼など原
材料価格の上昇、コンテ
ナ不足による海外輸送コ
ストの増加とスケジュー
ル遅延、原油価格の急騰
など、新型コロナ禍から
の経済活動再開に伴うサ
プライチェーンの混乱が、
広範な業種に影響してい
る。部材調達コストや生
産コスト、輸送コスト上
昇分の上乗せにより、販
売価格を引き上げる動き
が全世界的に広がった。
実施時期については約7割
が2021年以内（うち、実
施済み約5割）となった
（図6）。

脱炭素化への取り組み
脱炭素化（温室効果ガ

スの排出削減）について、
「すでに取り組んでいる」
（33.9％）または「まだ取
り組んでいないが、今後
取り組む予定がある」
（30.8％）と答えた企業の
割合は、あわせて6割を超
えた。「すでに取り組んで
いる」との回答は、大企
業が40.8％に対し、中小企
業は19.8％と大きな差があ
る。主要国別では、2019
年に炭素税が導入された
南アフリカで55.9％と最も
高い。またエネルギー関
連企業の多いUAEでも5割
に迫った（図7）。「すでに
取り組んでいる」企業は、

製造業では繊維や輸送用
機器（自動車/二輪車）で5
割を超えた。繊維では、
リサイクル原料の使用な
どに取り組む事例があっ
た。輸送用機器では、省
エネ車やEVへの関心・需
要の増加が背景にある。
非 製 造 業 で は 、 銀 行
（46.6％）やノンバンク
（37.9％）における取り組
みが進展。具体的には、
グリーンファイナンスの
実施、ESG事業への投融資、
炭素排出関連事業への融
資や保険引き受けを制限
する動きなどがある。脱
炭素化に取り組む理由と

しては、「本社からの指
示・推奨」が7割近く最大。
「進出先の政府による規制
や優遇税制」（31.5％）が
続く。また、運輸、自動
車、鉱業・エネルギー、
化学品などでは、業界の
トレンドという理由も多
い。取り組み内容では、
「省エネ・省資源化」が約
6割で最大、「再エネ・新
エネ電力の調達」、「環境に
配慮した新製品の開発」
も3割を超えた。全世界的
に、太陽光発電の導入や
社用車のEV化、梱包資材
の簡素化などの取り組み
事例が多数あった。製造
業では、製造工程におけ
る電力・エネルギー消費
の効率化・環境対応が求
められる製品が多く、本
社の指示や現地の規制対
応のほか、取引先や投資
家、消費者など、あらゆ
る方面からの指示・要望
が、少なからず取り組み
を後押ししている。「進出
先の政府による規制や優
遇措置」では、上位の国
で自動車及び部品製造業
が多くを占めた。中国や
インドにおける排ガス規
制の強化、EUにおける
2035年以降の排ガスゼロ
車（新車）へのシフト
（規制）が関連していると
みられる。また、南アフ
リカでは、2019年に導入
された炭素税や審議中の
気候変動法案を背景とし

て、脱炭素対応の必要性
が高まっていると考えら
れる。「省エネ・省資源化」
の取り組みとしては、照
明のLED化、ペーパーレス
化、資材の簡素化やリサ
イクルなどが挙げられた。
「再エネ・新エネ電力の調
達」では、太陽光発電の
導入が最も多い。他方、
政府の法令やインセンテ
ィブが不透明または煩雑、
再エネ100％由来の電力が
得られないなど、進出国
や地域によって再エネや
新エネへの移行が困難な
企業も多い。欧州では社
用車をEV化する企業も比

較的多く見られたほか、
運輸業では鉄道輸送への
モーダルシフトに取り組
む事例もあった。

サプライチェーンと人権、
約6割が経営課題と認識
全ての地域で、半数以

上の企業がサプライチェ
ーンにおける人権問題を
経営課題として認識して
いる。特に欧州では7割超

の企業が経営課題と認識。
EUでは2021年1月、指定地
域から調達する鉱物が紛
争・人権侵害を助長して
いないことの確認を義務
付ける紛争鉱物資源規則
の適用を開始。また既に
施行済みの既存の非財務
情報開示指令を強化する
改正案の公表や人権デュ
ーディリジェンスを義務
化する新たな指令案の準
備が進んでいることが背
景にある。業種別では、
衣服・繊維製品で8割、情
報通信機器・事務機器や
電気・電子機器部品、繊
維などで、4社に3社が人
権を経営課題として認識
している。衣類や繊維で
は、新疆ウイグル自治区
産の綿製品などに対する、
米国での輸入差し止め措
置や主要アパレルブラン
ドによる使用停止措置の
発表などが報告されてお
り、認識が高まっている
事情もある。企業規模に
より認識に格差があり、
製造業では大企業が中小
企業を15ポイント超、非
製造業でも10ポイント超
上回っている。海外進出
日系企業のうち、サプラ
イチェーン全体で人権尊
重に関する方針を持つ企
業は52.7％。このうち半数
強の27.1％は調達先へも準
拠を求めている。地域別
ではアフリカにおいて高
く、鉱物の採掘地におけ
るEUの紛争鉱物資源規則
への準拠などを理由に挙
げる企業が多数。欧州向
けの取引では、英国の現
代奴隷法も含め、法令準
拠の対応が進展している。
日系企業の集積する東南
アジアでは方針を有する
企業の割合が5割を下回
り、作成予定のない企業
も4割近くを占める。

4割を超える企業がすでに
デジタル技術を活用
デジタル技術をすでに

活用している企業は全地
域で42.0％（図9）。オセア
ニア、アフリカでは5割を
超えた。北米、中東でも5
割近い企業が活用する。
一方、活用する予定はな
いとの回答は北東アジア
で11.0％と最も多かった。
アフリカでは、電力やイ
ンフラ不足、金融へのア
クセス不備などの社会問
題をデジタル技術で解決

しようとする企業が躍進
した。新たな技術・アイ
デアの社会実装の取り組
みが進展するほか、現地
スタートアップへの出資
も拡大している。活用し
ているデジタル企業のう
ち、製造業ではECやロボ
ット、非製造業ではクラ
ウドおよびECの割合が高
い。また中小企業による

デジタル技術活用はECが
突出して高い。一方、今
後活用を検討する技術と
しては、企業規模や製造
業／非製造業に関わらず、
人工知能やビッグデータ
を挙げる企業の割合が高
い。日本発スタートアッ
プで、ベトナムでスマー
トクリニック展開を目指
すメドリングはクラウド
型の電子カルテを開発し
ている。診断データの蓄
積、AI活用による医療水準
の向上を目指ビッグデー
タを利用し、医療AIを開発
する。ウミトロンは、エ
ビの養殖産業向けに、
IoT/AIを活用した池中のエ
ビの状態を自動解析する
技術を開発、生産効率の
改善と環境保護、労働負
荷の軽減の実現を目指す。
EC、クラウド、デジタル
マーケティングの分野で
は、デジタル技術の活用に
よる「マーケティングの強
化・販売先の拡大」に最も
メリットを感じている企業
が多い。デジタルマーケテ
ィングとビッグデータの活
用メリットでは、「新しい
ビジネスモデルを創出でき
る」と回答した企業が5割
を上回った。
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五黄の寅
今年は、中国に伝わる民
間信仰の九星では五黄、十
二支では寅に当たる「五黄
の寅」の年です。36年に1
度やってくる強運の世代
で、前回は1986年（昭和61
年）で次回は2058年ですが、
次回は筆者はあの世で迎え
ます。なお、「五黄の寅」
は英語で Gohuang Tigerと
いうようです。
この年の生まれの人は非
常に気が強いとされます
が、例外もあるでしょう。
女性では、和田アキ子、沢
尻エリカ、北川景子、杏な

どがこの年（1986）の生ま
れで、男性では、フィギュ
アスケートの高橋大輔、ラ
グビーの五郎丸歩、サッカ
ーの本田圭佑、野球のダル
ビッシュ有、元横綱の稀勢
の里です。

寅年生まれの有名人
参考のため、（五黄では

ない）寅年生まれの有名人
は下記の通りです。
徳川家康、空海、吉田松
陰、大久保利通、吉田茂、
寺田寅彦、与謝野晶子、土
屋文明、坪田譲治、前畑秀
子、羽黒山、森英恵、ジャ
イアント・馬場、植木等、

堀江謙一、坂東玉三郎、松
井秀喜など。

虎とtigerの語源
「虎」の語源については
諸説がありますが、「トラ」
を意味する中国の華南地方
の方言である「タイラ」が
転じて「トラ」になったと
いう説が有力です。
英語の tigerの語源はギ

リシャ語の tigrisで、swift
animal（敏捷な動物）とい
う意味です。なお、上流が
急流のチグリス川（Tigris）
が tigerの語源であるとい
う説もあります。いずれに
せよ、動作が素早いことに

変わりはありません。

大虎小虎
新年はのんびりとお酒を
飲んで、虎になったり、大
虎になった方もあるでしょ
う。「虎」には「酔っぱら
い」という意味もあります。
英語の tigerにはdrunkの意
味はありません。英語では
drunk, drunkard, boozer,
toper, sot, 俗語では lush,
souseなどといいます。「大
虎小虎」は drunkards and
drinkersといいますが、泥
酔して（警察の）虎箱に入
れられることもあります。
この虎箱を英語に直訳すれ
ばtiger boxですが、これは、
いわば「和製英語」ですか
ら英語話者には全く通じま
せ ん 。 英 語 で は 通 常
sobering-up stationといいま
す。sober upは自動詞では
「酔いがさめる」、他動詞で

は「（人の）酔いをさます」
という意味です。この場合
の stationは「駅」ではなく、
場所を指します。余談です
が「警察の豚箱」は英語で
police cell, police pen, 俗語で
jugといいます。

タイガー・ウッズ
タイガー・ウッズといえ
ば、アメリカの有名なプロ
ゴルファーである Eldrick
Tiger Woods を連想する方
も多いでしょう。彼の父ア

ールのベトナム戦争時代の
戦友だった将校の名前から
Tigerのmiddle nameが名付
けられたとのことですが、
tiger自体に「テニス・ゴル
フなどの旨い人」という意
味があります。彼の父親は
このことを知っていたのか
もしれません。なお、テニ
スやゴルフの下手な人を英
語でrabbitといいます。

燕に負けた虎
このサブタイトルはプロ
野球に興味のない方にはお
分かりにならないかもしれ
ません。昨年、セントラ
ル・リーグでは、阪神タイ
ガース（Hanshin Tigers）は
優勝できませんでしたが、
優勝したヤクルト・スワロ
ーズ（Yakult Swallows）と
の試合では勝ち越しまし
た。ところで、両チームの
日本語と英語のチーム名の
表記をご覧になって違和感
を持たれた方は英語に強い
方です。英語では、大抵、
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単数形の名詞にsを付けて
複数形にします。例えば
tiger は tigers, swallowは
swallowsになりますが、問
題は語尾の発音です。通常、
「～ズ」と発音します。と
ころが、上記の Swallowsの
発音は「スワローズ」で、
Tigersの発音は「タイガー
ズ」ではなく「タイガース」
になっています。つまり
「阪神タイガース」は間違
いで、パシフィック・リー
グの「楽天イーグルス」も
間違いです。12球団の中で
語尾の発音が間違っている
のは阪神と楽天の２球団の
みです。
重箱の隅をつつくような
こと (hairsplitting) ですが、
正しい英語を身につけるた
めには必要です。名詞の複
数形については他にも説明
すべきですが紙面の余裕が
ないので割愛します。詳細
については英文法の参考書
をご覧ください。

阪神タイガースの
ファンの応援英語
熱烈な阪神ファンが大阪
弁で応援しますが、その英
語を少し紹介します（『英
語で阪神タイガースを応援
できまっか？（Can you
root for the Hanshin Tigers in
English?）』より）。
トラネコちゃうやろ、ト
ラやろが……
（Came to watch a tiger,

not pussy cats…）
勝たんでええから、負け
んといてくれや……
（You don’t need to win,

just try not to lose…）
バットは振らな、当たら
んでぇ……
（Gotta swing to hit…）
三振するだけならワシで
もできるでぇ……
（You don’t need to be a

ball player to strike out…）

やっぱり、あかんか……
（Well, so much for that

…）
どないなってんねん……
（What the fuck is going

on ?）
いまのはセーフやろ！
（You call THAT an out?

Yeah, and I’m the pope of
Rome !）
ボケ！アホ！カス！すか
たん！
（You dip shit! Idiot!

Piece of shit ! Air head !）
万歳！ 優勝、おめでと

う！ よッ、日本一！
（Banzai!  Congratulations!

Yo! Japan number 1!）
来年も頼むでぇ！
（Same thing next time

around!)
阪神タイガースは永遠に
不滅や！
（Hanshin Tigers forever !)

「虎」を含む慣用句と諺
当然のことですが、「虎」
のイメージを含む日本語の
表現に相当する英語の表現
に tigerは登場しません。
●虎の子
英語では the apple of one’

s (or the) eyeといいます。
しかし、「虎の子」がなぜ
英語では「目のリンゴ」な
のかサッパリ分かりません
ね。このappleはリンゴで
はなくpupil（瞳）のことで、
口語で「非常に大切な物や
人」を意味します。My
granddaughter is the apple of
my eye.（私は孫娘を目に入
れても痛くないほど可愛が
っている）という方も多い
でしょう。
●虎の巻
「～の秘訣」という意味
で、英語では a secret of ~, a
key to ~ といいます。学校
の教科書の自習書を指す場
合は、cab, crib, help bookな
どといいますが、俗語の

horse, pony, trotなども使わ
れます。
●虎の威を借る狐
自分には実力がないの

に、権力者の威信をかさに
着て威張り散らすことで
す。
このような人が皆さんの
周りにもいるのでは？
英語では、ズバリ An ass

in a lion’s skin（ライオンの
皮をかぶったロバ）
といいます。これは「イソ
ップ物語」に由来する言葉
です。その他、例えばHe is
a small man using borrowed
authority to act arrogantly. と
いえます。そして、「虎の
威をかりて」をin borrowed
plumes, under the shelter of
another’s influenceなどと英
訳できます。
●虎穴に入らずんば虎児
を得ず
出典は『後漢書』で、危
険をおかさなければ望みの
ものを手に入れることはで
きない、という意味です。

英語に直訳すれば、 It is
impossible to catch a tiger’s
cub without entering the den.
となります。しかし、あな
たが国際ビジネスマンとし
て外国人と話をするときな
どは、Nothing ventured,
nothing gained.（冒険なし
では、何も手に入らない）
や The best fish swim near
the bottom.（最良の魚は深

いところにいる）などの英
語の諺を使えば会話が円滑
に進むと思います。

tiger を含む慣用句と諺
●work like a tiger
バリバリ働く、という意
味です。日本人はよく
workaholic (仕事中毒の人)
といわれますが、Australia
やNew Zealandでは「仕事
人間」のことを a tiger for
worksといいます。
●paper tiger
張り子の虎、こけおどし、
威張り散らす人、などとい
う意味です。1964年に毛沢
東が「帝国主義は紙虎であ
る」と言いましたが、その

中の「紙虎」が paper tiger
と翻訳され、この発言は
Imperialism is a paper tiger.
と英訳されました。
●three cheers and a
tiger
政治的な集会やスポーツ
の試合の応援などで、three
cheers（万歳三唱）した後
に、“tiger”という歓呼の
発声をすることがあります
が、これを three cheers and
a tigerといいます。日本語
では「万歳四唱」といいま
す。
●The child of a tiger is a
tiger.
（虎の子は虎）
ハイチ起源の諺で、日本

語では虎が蛙に変身して
「蛙の子は蛙」といいます。
なお類義の英語の諺The
like breads the like. は「同類
は同類を生む」という意味
です。
今年はどのような年にな
るか分かりませんが、最後
に皆様に激励の言葉を！

Hip, hip, hurrah! Tiger!
（さあ、行け、行け, 頑張れ、
ワオー！）
発音通りに書けば、「ヒッ
プ、ヒップ、フレー、タイ
ガー」ですが、これを直訳
して「お尻を、お尻を、振
れ！トラ！」と和訳するの
は間違いです。上記のよう
な意味の応援の掛け声です。
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